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門における今後の人材育成及び研究能力維持の観点で、シニア・中堅研究者の有する知識及び技

術を若手研究者に継承する方策についても議論した。検討した戦略の見直し案では、①原子力安

全に関わる情勢を踏まえた重要度やニーズを意識した課題対応型研究と、今後の規制動向や新技

術の導入を見据えた先進・先導的研究の双方を効率的かつ効果的に展開すること、②リスク情報

等を活用した合理性の高い安全確保及び規制のための方策を積極的に提案するなど、社会への実

装を目指して質の高い研究成果を創出すること、③新たな研究課題への取組を通して安全研究・
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てとりまとめたものである。 
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1. はじめに 
 
 平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震による東京電力福島第一原子力発電所（以下、

1F）事故は我が国の原子力の平和利用に極めて大きな影響を与えるとともに、事故に対する真摯

な反省から原子力施設の安全性の継続的な向上、安全性向上の効果的な実施、運転経験とリスク

情報の活用、規制枠組みの強化、安全確保における人的組織的要因の考慮などに係る多くの教訓
1 )が抽出され、その確実な実践が将来の原子力利用のために不可欠であると強く認識される転機

となった。原子力規制に関しては、平成 24 年 9 月に原子力規制委員会が設置され、新たな規制基

準の策定に加えて、ひとつの共通要因によって安全機能が一斉に失われないように深層防護を強

化する観点から、地震や津波をはじめ自然現象等の想定と対策レベルの大幅な引き上げ、さらに

はシビアアクシデント（SA）の発生防止にとどまらず、万一 SA が発生してしまった場合に事故

の拡大を防ぐ対策や影響緩和の対策についても新たに要求がなされることとなった。 
 このような状況において原子力利用の安全性を確保し向上していくためには、原子力施設の運

転を行う事業者ばかりではなく、関連する全ての人々や組織がその実力を高める努力を続け、シ

ステム全体のレベルを高めていくことが重要である。現在、新たな規制基準への適合性審査が進

められ、一部の施設は再稼働しているが、基準適合がゴールではない。単に現行基準を満足する

だけでなく、今後も更なる改善を継続する努力が必要である。これは「合理的に達成できる安全

の最高水準を目指した継続的改善の追求」という認識として、国際的に共通なものとなっている。 
 以上を背景として国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）安全研究・

防災支援部門（以下、部門）は、原子力規制委員会を技術的に支援するために、原子力機構が有

する特徴的な大型研究施設である大型非定常試験装置（LSTF）、大型格納容器実験装置（CIGMA）、

原子炉安全性研究炉（NSRR）、燃料試験施設（RFEF）、燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）
などを用いた軽水炉の事故や現象に関する実規模実験に加え、重要な現象に着目した小規模な個

別効果実験、これらの成果を踏まえた評価モデルや解析コードの整備などを進めている。特に 1F
事故後は、SA の発生防止、影響緩和及び評価に関する研究、緊急事態への準備と対応に関する研

究、事故に係わる放射線影響や放射性廃棄物管理に関する研究、1F の廃止措置時の安全性確保の

ための研究に重点を置いてきた。また、原子力防災分野では安全研究センターと原子力緊急時支

援・研修センター（以下、NEAT）が強く連携し、研究成果を緊急時への備えや実働に反映するた

めの取組を精力的に進めている。 
 令和 3 年 3 月で 1F 事故から 10 年が経過したが、軽水炉の安全性に関する情勢は変化してきて

おり、安全研究で実施する内容は時々のニーズに応じて変化させるべきである。具体的には、原

子力規制委員会が行っている審査、検査及び規制基準の見直しに関する活動、あるいは事業者ら

が行っている原子力施設の安全対策の現状及び見込まれる将来の動向を的確に把握した上で安

全研究を遂行していくことが必要かつ重要である。その一方で、部門における従来の安全研究の

進め方は、1F 事故を踏まえた見直しを行ったものの、基本的には個別の研究分野ごとに、それぞ

れ解決すべき課題を主体的に設定し、これを中核として長期的かつ継続的に行うことに留まって

おり、部門として、原子力安全に関する研究の中長期的な方向性を、戦略をもって明確に示すこ

とが求められている。 
このような現状を踏まえ、また原子力機構で進行中の令和 4 年度からの第 4 期中長期目標・中

長期計画の検討に資するため、「原子力安全の継続的改善及び原子力防災の実効性向上に貢献す

る」ことを部門の新たな使命（Mission）として、部門が行う安全研究の戦略をあらためて提示す

るとともに、これに基づく中長期的な研究の進め方を議論した。この中では、部門における今後
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の人材育成及び研究能力維持の観点で、シニア・中堅研究者の有する知識及び技術を若手研究者

に継承し育成する方策についても議論した。 
検討に際しては、原子力機構全体として掲げる将来ビジョン「JAEA 2050 +」2)、「国際戦略」3)、

「イノベーション創出戦略 改定版」4)との整合に留意し、部門が担う部分について具現化するも

のとなるように心掛けた。 
本報告書は、これらを検討した結果をとりまとめたものである。 
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2. 基本的考え方 
 
部門は、現行の第 3 期中長期目標期間において、組織の使命（Mission）、組織の将来像（Vision）

及び Mission を遂行するための組織の戦略（Strategy）を以下のように定め、安全研究と防災支

援を行ってきた。 
Mission： 原子力安全・防災の継続的な改善に貢献する 
Vision： 原子力規制委員会の技術支援機関として、規制や技術の方向性並びに機構の

専門性を踏まえた総合的な安全研究と防災支援を推進 
Strategy： 多様な資金を活用した先導的研究と規制課題対応型研究の効果的推進 
 研究の高度化と機構内外の連携により専門性を深化・拡張させ、重要度に応

じた課題対応型研究や先進・先導的研究を効率的かつ効果的に展開 
 共同研究や研修等を通じた人材の育成・確保 

 今般、次期中長期計画の検討を見据え、原子力規制委員会が行っている審査、検査及び規制

基準の見直しに関する活動、原子力規制庁（以下、規制庁）の示す「今後推進すべき安全研究

の分野及びその実施方針」あるいは事業者らが行っている原子力施設の安全性向上対策の現状

及び新技術の導入など見込まれる将来の動向、さらには現中長期計画を実施する中で得た教訓

や反省を基に、以下のように、部門の Mission、Vision 及び Strategy の見直し案をとりまとめ

た。 
 
2.1 組織の使命（Mission） 

 
 部門としての Mission は、原子力安全の継続的改善と原子力防災の実効性向上に資する質の高

い研究成果を創出することである。この Mission を遂行するためには、原子力安全に係るニーズ

及び課題を的確に把握し、その解決に向けた研究の計画立案及び実施並びに関連する技術開発が

必要である。 
 
2.2 組織の将来像（Vision） 
 

 
 部門は、原子力安全規制、原子力防災・緊急時対応等に係る社会のニーズに専門家として応え

る組織であることが求められている。このためには自ら課題を発見、解決する能力の向上を重視

し、これを生かした広い意味での能動的な「規制支援」を行うことが必要であり、また、外国を

含む産業界の技術動向や規制の枠組みの推移を展望し、将来のニーズを把握することが肝要であ

る。このため、規制庁の他、原子力事業者との情報交換等が不可欠である。推進側である原子力

事業者と部門が関わる際には、その関係について第三者から疑念を抱かれないよう、中立性及び

透明性に関する明確な考え方を構築し、これらを確保する必要がある。これは、部門が社会から

の信頼を得る上で極めて重要である。 
 

中立性及び透明性を確保して原子力安全規制、原子力防災・緊急時対応等に係る社会のニー

ズに専門家として応え、原子力の安全な利用に貢献し、社会から信頼される組織を目指す。 

規制行政に対する技術支援組織として、価値ある科学的・技術的知見を創出し、原子力安全

の継続的改善と原子力防災の実効性向上に寄与する。 
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の人材育成及び研究能力維持の観点で、シニア・中堅研究者の有する知識及び技術を若手研究者

に継承し育成する方策についても議論した。 
検討に際しては、原子力機構全体として掲げる将来ビジョン「JAEA 2050 +」2)、「国際戦略」3)、

「イノベーション創出戦略 改定版」4)との整合に留意し、部門が担う部分について具現化するも

のとなるように心掛けた。 
本報告書は、これらを検討した結果をとりまとめたものである。 
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2.3 組織の戦略（Strategy） 

 
規制行政に対する技術支援組織（TSO）として「価値ある科学的・技術的知見を創出」するた

めには、その時々のニーズに沿った課題の設定及びその解決に向けた研究を、計画性をもって実

施していくことが必要かつ重要である。また、専門家として安全性に関わる課題を探索、発見し、

解決に至るための先進・先導的な研究、さらには情報技術、デジタル技術等の分野や学際分野の

研究に取り組むことも必要である。一方で、部門内の研究者の数や予算には限りがある現状にお

いて、有用な研究成果を最大限、適時にかつ効果的に得るためには、原子力機構内外との連携や

国際協力等も活用して、重要分野に欠けが生じることのないよう、常に内外の安全上の課題と対

応を俯瞰し、研究の重要度を意識して、より効率的かつ効果的に研究を進めることが重要である。

必要な予算に関しては、外部資金により、課題対応型研究や一部の先進・先導的研究の実施を目

指す一方、運営費交付金では、先進・先導的研究や施設・設備の老朽化対策等を実施することを

基本とする。 
この Strategy を具体的に進めるための方策は以下のとおりである。 
a) 研究の効率的かつ効果的な実施のため、国際的な枠組み等を活用して内外の安全上の課題

と対応の把握に努め、規制及び技術の現状及び今後を見据えて研究項目の重要度を適時に

分析し、実施計画を策定 
b) 研究課題の継続的な見直し（廃止及び立ち上げ）のための定期的な議論と合意形成 
c) 多様な専門性・創造的能力向上のため、組織内の垣根を越えた分野横断的な研究への積極

的な取組 
d) 研究遂行、課題解決のため多様な資金（委託事業、外部資金等）を獲得、活用 
e) 研究遂行に必要な技術開発、実験施設等の維持及び有効活用を推進 
f) 研究成果に対する客観的なレビューを受け、広く発信するための論文投稿 
g) 効率的な研究遂行のために必要な原子力機構内外の人材を国外も含めて探索し確保・連携 
 
次に、「社会への実装を目指した提案」とは、研究成果の社会への還元、社会実装を念頭に研究

を進め、この研究成果を踏まえて、リスク情報等を活用した、より合理性の高い安全確保・向上

及び規制のために有効と考える策を部門として外部に発信していく重要性を示したものである。 
この Strategy を具体的に進めるための方策は以下のとおりである。 
a) 部門で開発している解析コードの公開、普及等 
b) 研究成果をもとにした科学的・合理的な技術基準類の整備等の支援 
c) 原子力防災関係分野においては住民目線の研究や実効性の在り方が重要となるため、大学

等の研究機関に加えて、民間団体等との技術・情報交換等の協定等の活用 
 

 原子力機構内外との連携を活用して安全に係る課題を俯瞰的に見据え、重要度や時代の

ニーズを意識した課題対応型研究と先進・先導的研究の双方を効率的かつ効果的に展開

する。 
 社会への実装を目指して、質の高い研究成果を創出し、リスク情報等を活用したより合

理性の高い安全確保・向上及び規制のための提案を積極的に行う。 
 原子力機構の有する研究施設の特徴を活かし、魅力ある新たな研究の提案と実施を通し

て国内外の専門家の集うプラットフォーム機能を提供し、安全研究・防災支援分野にお

ける人材育成及び技術基盤維持を図る。 
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「人材育成及び技術基盤維持」については、国内産学官の原子力関係の技術力を維持するため

の人材育成が急務となっている。部門としても、特に若手研究者の確保及び育成が喫緊の課題と

なっており、この解決に向けた方策が必要である。このため、部門内の若手研究者に対しては、
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図る。この指導は、シニア及び中堅研究者からの技術継承の観点でも有効である。また、より長

期的な視点から新型炉、新型燃料の研究や基礎技術の研究にも関心を持ち、関連する分野の理解

を深め広げることを奨励すべきである。さらに、我が国のみならず国際的な場において活躍でき

る人材を長期かつ継続的に育成することも重要である。このため、国際原子力機関（IAEA）や経

済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）等の国際機関への派遣や、それらの下の各種委員会

委員の輩出等を進める。国際感覚を養う観点からは、国際共同研究を主催するなど企画・運営に

携わることも有効である。 
また、現実の課題に即した技術開発を適時に行い人材を効果的に育成しつつ成果を発信してい

くため、原子力機構が有する様々な研究施設の特徴・強みを活かす共同研究や国際共同プロジェ

クト等を活用し、国内外の産学官の専門家が集うプラットフォーム機能を提供し、人材育成とと

もに原子力安全を支える技術基盤を維持・充実させていく必要がある。このことは、試験施設等

を活用した魅力ある研究の提案とも密接に関係し、そのような研究の実施によって原子力機構外

の若手研究者の関心を誘起する成果を創出し、発信していくことは、将来の部門の研究者確保、

ひいては国内人材の確保にも繋がる。 
 
この Strategy を具体的に進めるための方策は以下のとおりである。 
a) 人材育成及び確保のため、大学、産業界、規制庁等との共同研究・研究協力（国際活動を含
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b) 論文執筆等を通した研究指導 
c) 長期的な視点からの研究、基礎技術の研究の奨励 
d) 原子力機構外研究機関、規制庁等との研究者の相互派遣 
e) 長期的な運用計画に基づく、外部資金等を活用した、実験施設等の研究基盤の整備、維持・

管理 
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3. 今後の研究計画の検討 
 

第 2 章で述べた「基本的考え方」に加えて、現状に関する分析、及び新検査制度や新技術の導

入等に見られる軽水炉の安全性向上に関する最近の動向に基づき今後の研究計画を検討した。こ

れらの計画（戦略や重点課題）は、原子力機構の次期中長期目標期間（令和 4 年度からの最長 7
年間）を中心に見据えたものである。 

部門は、「合理性の高い安全確保及び規制のための提案」については、安全研究センターにおい

て継続して安全研究を行う一方、その重要性に鑑みて先行的に令和 2 年度にリスク情報活用推進

室を新設するとともに、規制・国際情報分析室の組織体制を改編した。本報告書では、安全研究

センターに加え、両室を中心とした活動方針についても記載している。原子力安全の継続的改善

の観点から重点化した研究を効果的に実施するため、リスク情報活用推進室と規制・国際情報分

析室の活動を今後も核として、国内外機関との連携強化による成果の最大化を図っていく。さら

に、原子力防災の実効性向上の観点からは、内閣府（原子力防災担当）委託事業をはじめ、緊急

時モニタリングの体制整備や人材育成に係る規制庁放射線防護グループからの期待に応えるた

め、特に NEAT 防災研究開発ディビジョンの各グループで行う緊急時対応技術の開発と実用化の

ための研修・訓練を含めたより幅広い総合的な対応を行う。 
本報告書においては詳細には触れていないが、NEAT の取組については、災害発生時の緊急時

モニタリングに対する技術支援、「緊急時対応」や詳細マニュアル等の作成に係る国や地方公共団

体への技術支援や助言、原子力災害対応要員の育成の高度化・多様化が益々求められる。これら

のニーズに対応して、モニタリング技術の高度化、緊急時の被ばく評価手法の開発、住民や防災

業務従事者への防護措置の効率化の検討、地方公共団体支援体制の再構築、研修プログラム・教

材の開発等を行うとともに、これらを遂行するために原子力機構内外との連携、人材の確保・育

成を行う計画である。 
なお、本報告書をまとめるにあたっては「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」

（令和 4 年度以降の安全研究に向けて）（令和 3 年 7 月 14 日 原子力規制庁）5)等を参照し整合

をはかった。また、令和 3 年度における情勢と体制を前提として作成したものであるがため、令

和 4 年度以降の戦略と計画については情勢の変化や研究の進捗に応じて見直し・改訂を行ってい

く。 
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3.1 リスク情報活用推進のための研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 

(1) 1F 事故を踏まえ、我が国では安全規制活動や事業者による自主的かつ継続的な安全性向上活

動等に際して、リスク情報が様々な意思決定に活用されつつある。リスク情報を活用する直接

的な利点は、原子力施設が有している安全の程度をリスクのレベルに基づいて合理的かつ総

合的に把握できることにある。併せて、リスク情報は原子力施設の構築物、系統及び機器（SSC）
や人間の活動に係わる脆弱性の所在を同定する点においても極めて有益である。このような

情報は、より頑健な深層防護や安全マネジメントシステムの構築等を通じたリスクの低減（安

全性の向上）を、リソースを適正に配分しつつ効果的に実現するためのベースとなり得ると同

時に、様々な意思決定の合理的根拠づけや説明性の向上に寄与する。 
 

(2) 確率論的リスク評価（PRA）で代表されるリスク評価に係わる要素技術については、一定の信

頼性を有するレベルに至りつつあるが、リスク情報に基づく意思決定という実践的研究や活

動については依然十分とは言えず、更なる努力が必要である。また、我が国固有の環境条件と

して、外的事象に対するリスク評価や管理が重要であり、この分野においては、国内のみなら

ず国外への貢献も大いに期待されるところである。日本原子力学会では、リスク評価や管理の

重要性を早くから認識し、PRA の実施に係わる標準類の策定・改定を進めている6), 7), 8), 9)。ま

た、安全上の課題を俯瞰し改善策を探る原子力安全部会に加えて、2018 年には、リスク評価・

管理に係わる多様な活動を産官学が一体となって推し進めるべくリスク部会が発足した。安

全規制における最近の動向として、新検査制度が 2020 年 4 月から開始され、リスク情報の活

用が本格的に進められつつある。事業者においては、2014 年 10 月にリスク研究のためのコア

組織として、電力中央研究所内に原子力リスク研究センターを新設し、リスク評価技術の向上

とそこから得られるリスク情報を活用した意思決定プロセスの確立を目指している。 
 

(3) 部門では、各研究グループにおいて、PRA に用いることが可能な個々の技術に関する研究・

開発を積極的に進めているものの、これらの技術をリスク情報の取得に応用する実践的な研

究・開発が十分であるとは言えない状況であった。本来、安全確保や安全性向上等に向けた意

思決定にリスク情報を適切に活用するためには、複数分野の諸活動を束ねた分野横断的な対

応が必要である。このような認識に基づいて、2020 年 4 月に、PRA 手法等の整備を行ってい

る研究グループから人材を集め、恒常的かつ円滑な分野横断的連携を図るコア組織として、部

門の下にリスク情報活用推進室が設置された。 
 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 

(1) 次期中長期目標期間を見据えた部門のミッションは、「2. 基本的考え方」において述べたよう

に、「価値ある科学的・技術的知見を創出し、原子力安全の継続的改善と原子力防災の実効性

向上に寄与する」とする方針である。これを踏まえて、リスク情報活用推進室においては、リ

スク情報の活用に係わる様々な活動の推進コアとして、部門のミッション達成に寄与すべく、

主に以下に示す目的を持って活動を進めていく。 
 
 原子力安全の継続的改善及び原子力防災の実効性向上に係わる意思決定に求められるリス

ク情報を明確にする。 
 リスク情報活用推進室の室員のみならず、部門内の職員等がリスク情報を活用した意思決
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部門は、「合理性の高い安全確保及び規制のための提案」については、安全研究センターにおい

て継続して安全研究を行う一方、その重要性に鑑みて先行的に令和 2 年度にリスク情報活用推進

室を新設するとともに、規制・国際情報分析室の組織体制を改編した。本報告書では、安全研究
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め、特に NEAT 防災研究開発ディビジョンの各グループで行う緊急時対応技術の開発と実用化の
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成を行う計画である。 
なお、本報告書をまとめるにあたっては「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」
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和 4 年度以降の戦略と計画については情勢の変化や研究の進捗に応じて見直し・改訂を行ってい

く。 
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定の重要性を認識し、常にリスクの評価や管理を視野に入れて研究・開発を展開する意識

を醸成する。 
 部門内の各研究グループが整備している PRA 手法等を応用して、原子力施設のリスク情報

を定量的に評価・分析する。 
 取得したリスク情報を部門内で共有し、原子力施設の安全性向上や原子力防災の実効性向

上に向けてそれらを活用する方策を検討する。 
 PRA 等から得られた知見を部門内の関連する研究グループにフィードバックし、評価技術

の改善や新たなニーズの発掘に繋げる。 
 リスクの評価や管理が安全研究及び防災支援を標榜する部門における極めて重要な課題の

一つであることに鑑み、長期的な視野で人材の育成・確保に努める。 
 

(2) リスク情報活用推進に係わる活動の概要、次期中長期目標期間を含めた活動計画の概要及び

大まかなスケジュールを、それぞれ図 1、図 2 及び表 1 に示す。活動の主要な分野は、外部事

象を対象としたレベル 1 PRA、レベル 2 PRA、原子力防災を含めたレベル 3 PRA 及び主に再

処理施設を対象とした核燃料サイクル施設のリスク評価である。これらの活動を効果的かつ

円滑に進めるためには、以下の点を強化することが重要と考えている。 
 

1) リスク評価技術の整備を担う研究グループの支援 
外部事象（地震等）、SA、サイト外事故影響評価等に関する研究・開発を進めている部門の

研究グループが整備している PRA 手法等を用い、リスク情報（頻度、影響、時間、リスク重

要度、不確かさ因子等）を導出する。リスク評価の合理性向上を図りつつ、このような実践

的な研究を継続的に進めるためには、PRA 等から得られる原子力施設のリスク情報を参照し

て PRA 手法等が有する技術的課題を明確化し、各研究グループにおける評価技術の改善にフ

ィードバックすることが不可欠である。 
 

2) 原子力機構外機関との協力 
現時点ではリスク情報活用推進室において対応できない課題（例えば、PRA における人間

信頼性やデジタル計測・制御系の信頼性）や持ち合わせていない情報（実プラントデータ等）

がある。この点を含め、リスク情報の活用に係わる多様な課題について、規制庁、電力中央

研究所、産業界等との役割分担を念頭に入れつつ、共同研究や緊密な情報交換の実施を模索

する。このような活動により、リスク評価や管理に係わる部門における総合的な研究力・技

術力の向上を図る。 
 

3) 原子力機構内他部門との横断的連携 
リスク情報活用推進室が主導的に PRA、リスク情報活用等に関する原子力機構内横通し連

絡会（四半期に 1 回程度）の運営及び取りまとめを担う。この連絡会に参加している高速炉、

高温ガス炉（大洗）及び再処理施設（東海）におけるリスク評価担当の研究者や技術者と PRA
手法等に係わる情報、技術的課題やニーズを共有し、本推進室における活動に役立てるとと

もに、必要に応じて、評価手法等に係わる課題解決に向けて協働する。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
リスクを定量的に評価するためには、高経年化の影響を含む SSC の信頼性評価、外部事象のハ

ザード評価、人間信頼性評価、SA の進展やソースターム評価、緊急時防護措置の効果を考慮した
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公衆の健康影響評価等、多種多様な技術が不可欠である。一方で、リスクを顕在化する要因が多

岐にわたるため、重要度の高い事象について、優先的にリスク評価を進めることが重要である。

1F 事故を経験した我が国においては、外部事象、特に地震やそれに付随する事象（複合事象）に

起因するリスク評価の優先度が高いと考えられる。このような点と部門における研究リソースを

踏まえて、図 2 に示すように、当面の間、地震を対象とした PRA と原子力防災を活動の柱と位置

付ける。次期中長期目標期間における本格的な活動に備えて、現中長期目標期間の残りの期間に

おいて、そのための試行を行うこととする。 
 
【4】人材育成に係る現状認識 

(1) リスク情報活用推進室の活動を実効的かつ長期的に進める人材の確保・育成は重要な課題で

ある。PRA 手法等を用いてリスクを適切に評価し、その結果を活用して様々な意思決定を行

うためには、PRA に関連する専門分野を掘り下げることができる人材と同時に、俯瞰的視野

を持ってリスク評価の結果を分析し、目的に応じたリスク情報を導出する応用力をもつ人材

が必要であるが、現時点では、特に応用力を有する人材が不足していると認識している。今後、

これまで以上に、このような二面的能力を有する人材の確保・育成に力を入れていくことが不

可欠である。 
 

(2) 個々の研究者の応用力を養うためには、リスク情報活用推進室を含めた部門全体の活動を通

じた OJT が重要であることは言うまでもない。合わせて、部門内の各グループ間における情

報共有や垣根を超えた協力、研究の方向性に関する価値観の共有や合意形成が重要である。 
 

【5】人材育成に係る今後の戦略 

(1) リスク評価の実践等を通じた応用力の向上 
PRA 手法等を用いたリスク情報活用に関する活動の実践を通じて経験と知識を積み重ねる。

その際には、リスク評価において幅広い技術や知識を要することを踏まえて、原子力機構内

外から経験豊富なシニア人材等を登用することも視野に入れる。また、発電用原子炉施設等

のリスク評価を担う人材の育成を目的に、人材交流を含めた産業界等との連携強化を模索す

る。 
 

(2) 国立研究開発法人連携講座の推進 
令和 2 年度から開始された東京大学と原子力機構の国立研究開発法人連携講座「原子力安

全マネージメント学講座」の運営に協力する。具体的には、東京大学との共同研究や教育へ

の参画を通じて、リスク情報を活用した意思決定を含む原子力安全マネジメントシステムの

構築や運用を担う若手人材の育成を図る。これに加えて、規制庁の令和 2 年度「原子力人材

育成等推進事業費補助金（原子力規制人材育成事業）」に採択された、東京大学の「我が国固

有の特徴を踏まえた原子力リスクマネジメントの知識基盤構築のための教育プログラム」（令

和 6 年度までの 5 年間の予定）に協力する。本教育プログラムは、「原子力安全マネージメン

ト学講座」と連携して進められる。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) 部門内の研究グループが有している様々な技術を応用した PRA の試行、様々な場における成

果の発表や議論、原子力機構内外における関連研究の調査等を通じて、リスク評価やその結果

として得られるリスク情報の分析に係わる基本的な能力を身に付ける。 
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(2) 上記 PRA の試行等に加え、地震を対象とした PRA や原子力防災に係わる本格的な活動を展

開し、目的に合致したリスク情報を提案する能力やリスク情報をリスクの効果的な低減策の

具体化に活用する能力等の向上を図る。 
 

(3) 国立研究開発法人連携講座「原子力安全マネージメント学講座」を通じて、学生を含めた原子

力機構内外の若手人材を育成すると同時に、原子力機構におけるリスク情報活用推進に係わ

る研究の魅力を伝え、即戦力となり得る人材の確保に努める。 
 

 
図 1 リスク情報活用推進室の活動概要 

 

安全研究センター
 シビアアクシデント研究グループ（ソースターム評価手法）
 リスク評価・防災研究グループ（サイト外事故影響評価手法）
 構造健全性評価研究グループ（外部事象評価手法）
 サイクル安全研究グループ（再処理施設のソースターム評価手法）

規制・国際情報分析室
 グレーデッドアプローチの検討
 福島第一原子力発電所事故の分析

原子力緊急時支援・研究センター（NEAT）
 原子力防災に係わる研究開発
 原子力防災支援研修

リスク情報活用推進室
PRAの実践による多様なリスク情報の導出・活用

 頻度、影響、時間、リスク重要度、不確かさ因子等

地震リスク評価と緊急時対応への応用に当面注力

安全研究・防災支援部門

原子力機構内他部門との連携
 PRA連絡会（高速炉、高温ガス炉、再処理施設）

原子力機構外関連機関との協力強化
 原子力規制庁
 産業界
 電力中央研究所
 防災科学技術研究所、等

人材
技術

効果的・効率的な研究展開
技術的・社会的価値の高い成果の創出

国立研究開発法人連携
講座 「原子力安全マネ
ージメント学講座」（東京
大学）の運営への協力

人材育成・確保

原子力施設の継続的な安全性向上
（シビアアクシデント対策の有効性等）

原子力防災の実効性向上
社会とのコミュニケーション（成果の発信）

知見のフィードバック
 リスク評価に係わる

手法の改善
 新たな研究ニーズ
 研修や訓練への反映
 俯瞰的視野の習得
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図 2 リスク情報活用推進室における活動計画の概略 
 

表 1 リスク情報活用推進のための研究のスケジュール案 

 
 
  

外部事象（地震）レベル1PRA
地震時システム信頼性解析コードSECOM2
フラジリティ評価手法（3次元構造応答解析等）
確率論的破壊力学（PFM）解析コードPASCAL

レベル2PRA
シビアアクシデント総合解析コードTHALES2/KICHE
 FP挙動詳細解析コードCHEMKEq
格納容器内溶融炉心挙動解析コードJASMINE

レベル3PRA
サイト外事故影響解析コードOSCAAR

再処理施設リスク評価
ソースターム解析コードCELVA-1D/ART
 FP挙動詳細解析コードSCHERN

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

試行
 地震レベル1PRA
 内的事象レベル2PRA
 レベル3PRA

活動の本格化
 地震リスク評価と原子力防災を主要課題に設定

関連する課題

リスクコミュニケーション、グレーデッドアプローチ、安全目標・性能目標
地震以外の外部事象や重畳事象、サイトレベルPRA、ダイナミックPRA

R3 R4 R10

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

当面の活動に
向けた試行

当面の主要な
活動（地震PRAと
原子力防災）

分野共通の検討
課題及び将来に
向けた検討

国研連携講座等

内部事象L2PRA

内部事象L3PRA

再処理施設PRA
リスク評価手法の改良・検証（各研究グループ）

地震L1PRA試解析

PRAモデルの整備

地震L1PRA

地震L2PRA

UA・SA

UA・SA

地震L3PRA UA・SA

地震再処理施設PRA UA・SA

評価手法検討

ステークホルダーに対応したリスク情報活用の検討（リスクコミュニケーション含む）

L3PRA・UA・SA

グレーデッドアプローチの実践的な方法の検討

安全目標及び性能目標の提案

将来に向けた検討（地震以外の外部事象や複合事象、サイトレベル、ダイナミックPRA等）

人材育成・確保

UA：不確かさ解析 SA：感度解析
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(2) 上記 PRA の試行等に加え、地震を対象とした PRA や原子力防災に係わる本格的な活動を展

開し、目的に合致したリスク情報を提案する能力やリスク情報をリスクの効果的な低減策の

具体化に活用する能力等の向上を図る。 
 

(3) 国立研究開発法人連携講座「原子力安全マネージメント学講座」を通じて、学生を含めた原子

力機構内外の若手人材を育成すると同時に、原子力機構におけるリスク情報活用推進に係わ

る研究の魅力を伝え、即戦力となり得る人材の確保に努める。 
 

 
図 1 リスク情報活用推進室の活動概要 

 

安全研究センター
 シビアアクシデント研究グループ（ソースターム評価手法）
 リスク評価・防災研究グループ（サイト外事故影響評価手法）
 構造健全性評価研究グループ（外部事象評価手法）
 サイクル安全研究グループ（再処理施設のソースターム評価手法）

規制・国際情報分析室
 グレーデッドアプローチの検討
 福島第一原子力発電所事故の分析

原子力緊急時支援・研究センター（NEAT）
 原子力防災に係わる研究開発
 原子力防災支援研修

リスク情報活用推進室
PRAの実践による多様なリスク情報の導出・活用

 頻度、影響、時間、リスク重要度、不確かさ因子等

地震リスク評価と緊急時対応への応用に当面注力

安全研究・防災支援部門

原子力機構内他部門との連携
 PRA連絡会（高速炉、高温ガス炉、再処理施設）

原子力機構外関連機関との協力強化
 原子力規制庁
 産業界
 電力中央研究所
 防災科学技術研究所、等

人材
技術

効果的・効率的な研究展開
技術的・社会的価値の高い成果の創出

国立研究開発法人連携
講座 「原子力安全マネ
ージメント学講座」（東京
大学）の運営への協力

人材育成・確保

原子力施設の継続的な安全性向上
（シビアアクシデント対策の有効性等）

原子力防災の実効性向上
社会とのコミュニケーション（成果の発信）

知見のフィードバック
 リスク評価に係わる

手法の改善
 新たな研究ニーズ
 研修や訓練への反映
 俯瞰的視野の習得
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3.2 規制・国際情報の分析 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 時宜にかなった安全研究を推進するにあたり、当該分野に係る国内外の最新情報を収集及び

分析し、研究及び規制の動向を的確に把握することが必要かつ重要である。 
(2) 上記の情報収集・分析を行うため、 

 IAEA、OECD/NEA 等に登録された事故・故障に関する規制情報の分析、関連する国際連

携の調整 
 原子力防災に関する規制庁や内閣府に対する国際情報分析等の技術的支援 
を実施してきている。 

(3) 1F 事故等を踏まえた重大事故時の対策や安全評価手法の高度化に関連する技術的知見を取得

するため、1F プラント内における核種の移行に関する情報整理、1F プラント内核種移行挙動

の把握を目的とした試料分析及び重大事故解析等を部門として実施してきている。この業務

に関連し、OECD/NEA の ARC-F プロジェクト10)（「福島第一原子力発電所の原子炉建屋及び

格納容器内情報の分析」（Analysis of Information from Reactor Buildings and Containment Vessels 
of Fukushima Daiichi Nuclear Power Station））を安全研究センターが運営してきている。 

(4) また、原子力機構原子力科学研究所（以下、原科研）の研究用原子炉 JRR-3 を例として、その

関係者とグレーデッドアプローチ（GA）のための技術的検討を行いその成果を部門として発

信してきている。また、「グレーデッドアプローチに基づく合理的な安全確保検討グループ」

活動として、原科研内の様々な施設の関係者と定期的に会合を開催することにより、GA の観

点からの事例検討、問題点の分析等を実施してきている11)。 
 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 安全研究分野に係る国内外の最新情報の収集及び分析に係る業務を遂行するとともに、部門

における研究業務に関して国内外の規制機関、研究機関等との協力及び連携の強化を図る。 
(2) 上記に加えて、1F 事故以降部門にて拡充が必要と考えている、(a) 1F 事故分析による安全性向

上に関するニーズへの組織横断的な対応、及び(b) 科学的合理性に基づく原子力機構内施設の

規制対応への支援及び商用発電炉等の規制における GA の検討及び反映、を目的とした業務

を積極的に進める。これらの(a)及び(b)の業務における業務範囲及び方向性については以下の

通りである。 
 
A. 1F 事故分析 

1) 1F 事故関連の研究を効果的に進めるとともに、原子力機構が運営する OECD/NEA プロジェ

クトの円滑な進展に寄与する。 
2) 1F 事故等を踏まえた SA 時の対策や安全評価手法並びに安全対策の高度化に関連する技術

的知見を取得するため、1F プラント内における核種の移行に関する情報整理、及び 1F プラ

ント内核種移行挙動の把握を目的とした試料分析及び SA 解析を実施する。 
3) 原子力機構内外の機関（原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）、東京電力、原子力機構福

島研究開発部門等）との調整を行い 1F 事故に係る継続的な調査・事故分析を実施する。 
 
B. GA 検討 

1) 原子力機構内の対象施設及び技術支援内容をより広範囲とする。これらの検討及び評価を

通して、多種多様な原子力施設の管理、規制等に係る効果的な GA の考え方に関する知見を
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蓄積する。得られた知見を踏まえ、商用発電炉等に範囲を広げて工学的な視点からそれらの

管理、規制等への GA の活用及び展開について検討を行うとともに、その結果の規制への反

映を図る。 
 
上記の各業務に係るスケジュール案を表 2 に示す。 
 

【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 安全研究分野に係る国内外の最新情報の収集及び分析については、IAEA、OECD/NEA 等に登

録された事故・故障に関する規制情報の分析、部門における研究業務に関する国内外の規制

機関、研究機関等との協力及び連携の強化を重点的に進めていく。 
(2) 1F 事故分析については、1F プラント内における核種の移行に関する情報整理、及び 1F プラ

ント内核種移行挙動の把握を目的とした試料分析及び SA 解析を重点的に進めていく。 
なお、得られた知見は国内外の関係者会合、学会、国際会議等で報告していく。 

(3) GA 検討については、原子力機構内各施設の工学的評価によるリスク情報取得、費用便益分

析、作業従事者の深層防護等を重点的に進めていく。 
なお、得られた知見は学会等で報告していく。 

 
【4】人材育成に係る現状認識 
各分野に共通して、組織横断組織として兼務制度を活用し、各若手室員の本務での研究分野や

実験・解析のスキルを考慮して研究テーマを選定し、規制との関係を意識して業務に取組ませて

いる。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
各分野に共通して、各若手室員の研究能力向上に資する業務や研究テーマを割当て、安全研究

の遂行に必要な知識やスキルの習得を図る。また、若手室員の指導等を通して中堅室員の指導力

向上を図る。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 

A. 1F 事故分析 
1) 原子力規制委員会の 1F 事故分析に係る検討会資料等のレビューを通して、若手室員の

教育及び知識獲得、中堅室員の指導力向上を図る。 
2) 原子力機構が運営する OECD/NEA のプロジェクトに若手及び中堅の室員を積極的に参

加させることで、研究成果の国際的な発信力の向上、国際プロジェクトの運営ノウハウ

の蓄積、等を図る。 
B. GA 検討 

1) 他部門からの兼務者は、関連する原子力機構内の施設について、規制基準、新検査制度

や原子力機構内規則等に対応した経験から抽出された問題点の整理、及び必要に応じて

解析コード等を用いた工学的検討を行い各施設や作業従事者のリスク特性の明確化を

通して、GA の考え方及び施設の許認可対応への展開手法を習得する。 
2) 部門からの兼務者は、他部門からの兼務者が行う技術的検討に関し専門性を活かした支

援を通して、原子力施設への GA の適用方法に係る知見を蓄積する。また、安全規制に

携わる若手研究者の指導において、蓄積された知見の活用を図る。 
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(1) 時宜にかなった安全研究を推進するにあたり、当該分野に係る国内外の最新情報を収集及び

分析し、研究及び規制の動向を的確に把握することが必要かつ重要である。 
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 IAEA、OECD/NEA 等に登録された事故・故障に関する規制情報の分析、関連する国際連

携の調整 
 原子力防災に関する規制庁や内閣府に対する国際情報分析等の技術的支援 
を実施してきている。 

(3) 1F 事故等を踏まえた重大事故時の対策や安全評価手法の高度化に関連する技術的知見を取得

するため、1F プラント内における核種の移行に関する情報整理、1F プラント内核種移行挙動

の把握を目的とした試料分析及び重大事故解析等を部門として実施してきている。この業務

に関連し、OECD/NEA の ARC-F プロジェクト10)（「福島第一原子力発電所の原子炉建屋及び

格納容器内情報の分析」（Analysis of Information from Reactor Buildings and Containment Vessels 
of Fukushima Daiichi Nuclear Power Station））を安全研究センターが運営してきている。 

(4) また、原子力機構原子力科学研究所（以下、原科研）の研究用原子炉 JRR-3 を例として、その

関係者とグレーデッドアプローチ（GA）のための技術的検討を行いその成果を部門として発

信してきている。また、「グレーデッドアプローチに基づく合理的な安全確保検討グループ」

活動として、原科研内の様々な施設の関係者と定期的に会合を開催することにより、GA の観

点からの事例検討、問題点の分析等を実施してきている11)。 
 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 安全研究分野に係る国内外の最新情報の収集及び分析に係る業務を遂行するとともに、部門

における研究業務に関して国内外の規制機関、研究機関等との協力及び連携の強化を図る。 
(2) 上記に加えて、1F 事故以降部門にて拡充が必要と考えている、(a) 1F 事故分析による安全性向

上に関するニーズへの組織横断的な対応、及び(b) 科学的合理性に基づく原子力機構内施設の

規制対応への支援及び商用発電炉等の規制における GA の検討及び反映、を目的とした業務

を積極的に進める。これらの(a)及び(b)の業務における業務範囲及び方向性については以下の

通りである。 
 
A. 1F 事故分析 

1) 1F 事故関連の研究を効果的に進めるとともに、原子力機構が運営する OECD/NEA プロジェ

クトの円滑な進展に寄与する。 
2) 1F 事故等を踏まえた SA 時の対策や安全評価手法並びに安全対策の高度化に関連する技術

的知見を取得するため、1F プラント内における核種の移行に関する情報整理、及び 1F プラ

ント内核種移行挙動の把握を目的とした試料分析及び SA 解析を実施する。 
3) 原子力機構内外の機関（原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）、東京電力、原子力機構福

島研究開発部門等）との調整を行い 1F 事故に係る継続的な調査・事故分析を実施する。 
 
B. GA 検討 

1) 原子力機構内の対象施設及び技術支援内容をより広範囲とする。これらの検討及び評価を

通して、多種多様な原子力施設の管理、規制等に係る効果的な GA の考え方に関する知見を
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表 2 規制・国際情報の分析のスケジュール案（1/3） 

 
  

表 2 規制・国際情報の分析のスケジュール案（2/3） 

 
 
  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

IAEA、OECD/NEA等に
登録された事故・故障に
関する（規制）情報の分
析、IAEAにおける安全基
準策定等活動支援

原子力防災に関する国
際情報分析等の技術的
支援

(参考)IAEA及び
OECD/NEAにおける原子
力防災に係る専門家会議

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

OECD/NEA-IAEAのIRS等からの事故・故障に係る情報収集・整理・分析

IAEA及びOECD/NEAにおける原子力防災に係る専門家会議の調査、分析、報告書作成

日本の原子力防災に係る対応状況に関する調査、分析、報告書作成

IAEA原子力防災に係る安全基準委員会（EPReSC）

NEA CRPPHの原子力緊急事態作業部会（WPNEM）

● 〇 〇 〇

〇 〇 〇

●←IAEA 原子力防災に係る安全指針文書案DS504技術会議

IAEAにおける安全基準策定活動等への参加・支援

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

1F試料分析

重大事故解析

関連情報収集／
データベース作成

国際プロジェクト

(参考）規制委員会
1F事故分析検討会

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

1Fサイト試料の採取／分析

中間報告書取りまとめ

東電、IRID、JAEA、エネ庁等による公開情報（分析結果等）の整理、データベース作成

①耐圧強化ベント（AM対策）

②放射性物質の放出経路

③原子炉の冷却に関する設計等

配管内流動解析

事故進展解析・シナリオ感度解析・個別現象解析・オフサイト解析

（1F事故分析検討会 中間報告書への情報提供）

（1F事故分析検討会 中間報告書への情報提供）

（ARC-F、他） 国際プロジェクト遂行
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表 2 規制・国際情報の分析のスケジュール案（3/3） 

 
 

表 2 注： 
BDBA: Beyond-Design Basis Accident、設計基準を超える事故 
CRPPH: Committee on Radiation Protection and Public Health、放射線防護公共保健委員会 
DBA: Design Basis Accident、設計基準事故 
IRID: International Research Institute for Nuclear Decommissioning、技術研究組合国際廃炉研究

開発機構 
IRS: International Reporting System for Operating Experience、国際運転経験報告システム 

  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

原子力機構内施設を具
体例としたGA適用方法
の検討・応用

原子力機構内規則等を
具体例としたGA適用方
法の検討

（参考）
研究炉等スケジュール

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

JRR-3を対象としたBDBA解析、放射性物質の大気拡散解析

NSRRを対象としたDBA時の従事者被ばく評価

原科研内規則の課題抽出

JRR-3運転再開

原子力機構内施設、軽水炉へのGA適用・応用方法検討

JRR-3を対象とした炉停止失敗事象等の発生頻度推定

原子力機構内他施設へのGA応用検討・提案

研究炉等の故障率データ調査

評価、GA適用検討

評価、GA適用検討

評価、GA適用検討

原子力機構内施設のGA適用活動支援

原子力機構内規則のGA適用活動支援
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表 2 規制・国際情報の分析のスケジュール案（1/3） 
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(参考)IAEA及び
OECD/NEAにおける原子
力防災に係る専門家会議

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

OECD/NEA-IAEAのIRS等からの事故・故障に係る情報収集・整理・分析

IAEA及びOECD/NEAにおける原子力防災に係る専門家会議の調査、分析、報告書作成

日本の原子力防災に係る対応状況に関する調査、分析、報告書作成

IAEA原子力防災に係る安全基準委員会（EPReSC）

NEA CRPPHの原子力緊急事態作業部会（WPNEM）

● 〇 〇 〇

〇 〇 〇

●←IAEA 原子力防災に係る安全指針文書案DS504技術会議

IAEAにおける安全基準策定活動等への参加・支援

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

1F試料分析

重大事故解析

関連情報収集／
データベース作成

国際プロジェクト

(参考）規制委員会
1F事故分析検討会

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

1Fサイト試料の採取／分析

中間報告書取りまとめ

東電、IRID、JAEA、エネ庁等による公開情報（分析結果等）の整理、データベース作成

①耐圧強化ベント（AM対策）

②放射性物質の放出経路

③原子炉の冷却に関する設計等

配管内流動解析

事故進展解析・シナリオ感度解析・個別現象解析・オフサイト解析

（1F事故分析検討会 中間報告書への情報提供）

（1F事故分析検討会 中間報告書への情報提供）

（ARC-F、他） 国際プロジェクト遂行
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3.3 熱水力安全研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
新規制基準で要求されるアクシデントマネジメント（AM）対策やその有効性評価では、従来の

熱水力評価手法では想定しない厳しい熱水力条件を含み、評価手法が未整備もしくは不確かさの

大きいモデルに対してその高度化がより重要視されることになった12), 13)。これらに対し国際動向

を含む近年の新知見を踏まえ（例えば14), 15), 16), 17)など）、規制基準の見直し要否判断を支援する研

究の継続が必要である。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 現行炉の原子炉施設の事故時システム応答及びアクシデントマネジメント策に関して、熱水

力現象に関する新たな重要課題を追究すると共に、既知の重要現象のうち理解が不十分な課

題を解明するための研究を行う。これにより、熱水力評価モデルの高度化及び開発したモデ

ルの解析コードへの導入を行うことで、規制における評価手法の高度化を支援する。 
(2) 国際動向を踏まえ、不確かさを考慮した最適評価（BEPU）等に代表される不確かさ評価手法

の整備・開発や設計基準を超える事故（BDBA）領域への評価手法の拡張の検討、二相流数値

流体力学（CFD）等を用いた詳細解析手法の開発、詳細解析と実機解析等のスケールの異な

る体系の連携・拡張等、規制に導入すべき手法の開発に資する検討を進める。 
(3) 材料や構造、炉物理等の他分野との連携や、SA 評価や核燃料サイクル分野等との連携を図り、

評価手法の高度化や連成解析など、研究対象の拡張を進める。 
(4) 次世代受動安全炉や小型モジュラー炉など新たな炉も視野にいれた情報収集と課題整理を行

う。 
 
スケジュール案を、表 3 に示す。 

 
【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 原子炉及び格納容器熱水力現象に関わる課題のうち、特に BDBA 領域における課題の抽出と

研究テーマを設定する。 
(2) 世界最大規模の加圧水型原子炉（PWR）熱水力総合効果試験装置として世界的にも実績のあ

る LSTF や 1F 事故後に新たに整備した CIGMA・HIDRA 等の大型装置を用いた実験は、国内

の他機関には無い原子力機構の強みであり、これらを中心として小型個別効果装置も含めた

実験研究を実施し、システムコード、集中定数（LP）コード、CFD コードによる解析研究の

両輪でのアプローチにより課題解決に取り組む。実験設備の維持に関してもその必要性を見

極めながら、原子力機構外との委託／共同研究や OECD/NEA 共同実験プロジェクト等の枠組

みの活用を検討する。 
(3) BE コード（AMAGI、RELAP 等）、サブチャンネルコード、二相流 CFD コード、または、プ

ールスクラビングや水素燃焼等に係る個別物理現象の評価コード等、評価対象において必要

とされる解像度や精度に応じたコードの開発・整備を行う。 
(4) 沸騰遷移後の熱伝達（いわゆるポスト BT）における液膜挙動やプールスクラビングにおける

気泡流挙動などの新たな評価手法を検証するために必要な実験技術や計測技術を開発する。 
(5) 連成解析のための異分野との連携強化や従来手法の拡張 

1) マルチスケール：システムコードや LP コードと CFD コード等の目的に応じて解像度の

異なるコード間の連携を図る。 
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2) マルチフィジックス：熱水力と材料（加圧熱衝撃（PTS）等）、構造（流力振動等）、炉物

理（核熱結合）等、分野を横断した物理現象の連成解析に着手する。 
3) 1F 事故から得られる知見：水素移行・燃焼、プールスクラビング等のソースターム評価

手法との連携、スプレイ冷却等の核燃サイクル施設での事故対応にも適用可能な対策を

検討し、評価手法を開発する。 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
(1) 安全研究成果は規制判断に資することが求められるため、研究の質に加えて、その位置づけ

を意識することが重要である。このため安全規制に関する幅広い知識や社会の動向を把握す

ることが求められ、規制支援に対する研究員の意識を向上する必要がある。 
(2) このためには、自身の担う研究分野を深掘りする専門性と安全規制を広く把握し実機挙動を

理解することが求められる。前者は安全研究に限らない研究者としての基本的な資質であり、

各自の探求心や興味を主な駆動力として進められる一方で、後者においては専門性に比して

意識が希薄になり実用性との関連が乖離しがちである。 
(3) PWR のシミュレータである LSTF を用いた実験は原子炉システムや事故時熱水力応答の理解

に役立つため、OJT として活用する価値がある。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) LSTF 実験・BE コード 

1) LSTF 装置による実験の立ち合いや実験結果の分析への関与。 
2) 国際プロジェクトやベンチマーク解析等への参加による BE コード利用経験の蓄積。 

(2) 1F 事故解析や関連資料のレビュー 
1) 1F 事故分析活動への参加を通した実機システムやシステム応答の理解の促進。1F 事故

分析関連資料のレビュー。 
(3) 熱水力安全研究グループでの教育 

1) 設置許可申請書や審査書案の分析・検討。他の研究グループとの協力も仰ぎ、規制庁業

務経験のある職員による情報共有。 
2) 原子力施設見学。 

(4) OECD/NEA 等の国際共同研究プロジェクトやベンチマーク解析への積極的な参加。 
(5) 国際会議や国内学会への積極的な論文投稿と会議での発表による議論と情報収集。 
(6) 学会活動や大学、海外を含めた外部研究機関との共同研究の積極的な推進。 
(7) 米国原子力規制委員会（NRC）や原子力規制委員会等からの規制情報や、日本原子力学会等

での標準策定活動から得られる知見の活用。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) 事故時熱水力評価技術開発を実験及び解析分野の両輪で推進。 
(2) SA を含む事故時熱水力挙動に係る研究に関して、大学等外部機関との共同研究並びに国際プ

ロジェクトへの参画及び推進。 
(3) 機械学習やデータ同化等の新たな数値解析、情報処理技術や熱流動に関連する他分野の物理

現象と連携した連成解析などの新たな技術導入の検討。 
(4) 国際会議やワークショップへの参加、学会活動や国際プロジェクトへの参加を通じた研究員

の経験の蓄積。 
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3.3 熱水力安全研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
新規制基準で要求されるアクシデントマネジメント（AM）対策やその有効性評価では、従来の

熱水力評価手法では想定しない厳しい熱水力条件を含み、評価手法が未整備もしくは不確かさの

大きいモデルに対してその高度化がより重要視されることになった12), 13)。これらに対し国際動向
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力現象に関する新たな重要課題を追究すると共に、既知の重要現象のうち理解が不十分な課

題を解明するための研究を行う。これにより、熱水力評価モデルの高度化及び開発したモデ

ルの解析コードへの導入を行うことで、規制における評価手法の高度化を支援する。 
(2) 国際動向を踏まえ、不確かさを考慮した最適評価（BEPU）等に代表される不確かさ評価手法

の整備・開発や設計基準を超える事故（BDBA）領域への評価手法の拡張の検討、二相流数値

流体力学（CFD）等を用いた詳細解析手法の開発、詳細解析と実機解析等のスケールの異な

る体系の連携・拡張等、規制に導入すべき手法の開発に資する検討を進める。 
(3) 材料や構造、炉物理等の他分野との連携や、SA 評価や核燃料サイクル分野等との連携を図り、

評価手法の高度化や連成解析など、研究対象の拡張を進める。 
(4) 次世代受動安全炉や小型モジュラー炉など新たな炉も視野にいれた情報収集と課題整理を行

う。 
 
スケジュール案を、表 3 に示す。 

 
【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 原子炉及び格納容器熱水力現象に関わる課題のうち、特に BDBA 領域における課題の抽出と

研究テーマを設定する。 
(2) 世界最大規模の加圧水型原子炉（PWR）熱水力総合効果試験装置として世界的にも実績のあ

る LSTF や 1F 事故後に新たに整備した CIGMA・HIDRA 等の大型装置を用いた実験は、国内

の他機関には無い原子力機構の強みであり、これらを中心として小型個別効果装置も含めた

実験研究を実施し、システムコード、集中定数（LP）コード、CFD コードによる解析研究の

両輪でのアプローチにより課題解決に取り組む。実験設備の維持に関してもその必要性を見

極めながら、原子力機構外との委託／共同研究や OECD/NEA 共同実験プロジェクト等の枠組

みの活用を検討する。 
(3) BE コード（AMAGI、RELAP 等）、サブチャンネルコード、二相流 CFD コード、または、プ

ールスクラビングや水素燃焼等に係る個別物理現象の評価コード等、評価対象において必要

とされる解像度や精度に応じたコードの開発・整備を行う。 
(4) 沸騰遷移後の熱伝達（いわゆるポスト BT）における液膜挙動やプールスクラビングにおける

気泡流挙動などの新たな評価手法を検証するために必要な実験技術や計測技術を開発する。 
(5) 連成解析のための異分野との連携強化や従来手法の拡張 

1) マルチスケール：システムコードや LP コードと CFD コード等の目的に応じて解像度の

異なるコード間の連携を図る。 
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表 3 熱水力安全研究のスケジュール案 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

炉心損傷前熱水力研究

炉心損傷後熱水力研究

熱水力基礎基盤研究

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

・炉心熱伝達実験

・PWRシステム応答実験

・SA時格納容器冷却挙動実験（格納容器冷却，水素移行，格納容器リーク）

解析評価手法の整備（CFDによる格納容器冷却評価，プールスクラビング，水素移行・燃焼）

解析評価手法の整備（BEPU手法の拡張・高度化，サブチャンネルコード，単相流・二相流CFD）

連成解析手法開発・高度化（核熱カップリング，加圧熱衝撃応力解析，炉心熱伝達と燃料挙動）

ATFやSMR等の新技術への対応も視野

・エアロゾル移行実験（プールスクラビング，スプレイスクラビング）

数値解析手法の高度化（不確かさ評価高度化，実機解析への適用，マルチスケール，機械学習）

二相流計測手法開発（計測不確かさ評価，多次元流動計測，液膜・液滴等詳細計測，乱流計測）

・ 実用可能なものを受託事業へ反映

・ マルチフィジックスや他領域連携も検討

炉心熱伝達モデル高度化，システム応答実験
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3.4 燃料安全研究 
 
【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 米仏では最新知見に基づく燃料関連の基準見直し及び新設計・新材料を適用した燃料の商用

炉導入に係る安全規制について議論が近年活発化してきたなか18 ), 19 ), 20 )、国内ではこれまで

産業界から燃料利用高度化や改良型燃料導入等に係る申請の動きが見られない背景もあり、

規制側で具体的な検討の動きは無かった。他方、事故時の燃料破損限界及び炉心冷却性に関

して、現行基準制定時には考慮されていなかった高燃焼度燃料の挙動が国内外の研究から複

数報告されたことを受け、これらの新知見が安全評価に及ぼす影響の把握は、原子力規制委

員会の研究方針における短期的課題として設定されている。 
(2) 既設炉の再稼働に時間を要し、新設の見通しが不透明ななか、国内産業界のニーズとして、

既設炉のより高効率な利用や使用済燃料発生量低減に資する燃料の運用範囲拡大（運転サイ

クル長期化、出力向上、混合酸化物（MOX）燃料を含む高燃焼度化）が示されている21)。「2050
年カーボンニュートラル」の政府方針を受け想定される既設炉の利用促進、また MOX 燃料

については余剰プルトニウム保有量の増大を背景にプルサーマルが国策として堅持される一

方で22)、現状は二酸化ウラン（UO2）燃料に比べ設計燃焼度が低く設定されている状況、等を

考慮すれば、これら申請の動きの具体化も今後想定し、備えるべき状況の一つである。各社

が開発してきた改良合金被覆管の申請/導入についても、負荷増大を伴うこれら利用高度化に

付随して進む可能性がある。 
(3) 1F 事故以降、軽水炉の SA 下において高い耐酸化性能を発揮し、燃料崩落の回避や水素発生

量低減が期待できる事故耐性燃料（ATF）の開発研究が各国で盛んとなっており、先行する米

国では商用炉での先行照射が開始されている。国内でも近年、ATF としてコーティングジル

カロイ（Zry）材、鉄（Fe）系材、シリコンカーバイド（SiC）被覆管の開発研究が産業界を中

心に進められ、一部については研究炉での燃料照射試験も検討が進んでいる。 
(4) 原子力規制庁「今後推進すべき安全研究の分野及び実施方針（令和 4 年度以降の安全研究に

向けて）」においても、「事故耐性の向上を目指した新しい燃料に関する知見や、設計基準事

故を超える条件での燃料損傷状態の判断基準の検討に資する知見を取得する。」としており、

ATF 健全性評価や炉心損傷判定基準の多様化に資する知見取得が新たな中長期的課題として

位置付けられている 5)。 
 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 

(1) 1F 事故を受け、燃料安全研究グループにおいて、SA の発生防止をより確かなものとする観

点から、冷却材喪失事故（LOCA）後の地震発生時を想定した燃料の冷却性評価など、設計基

準事故に対する従来の安全評価における不足や想定漏れを検証する研究を展開してきた。他

方、燃料分野に関わる事業者の申請や規制対応の見通しが不透明となるなかでも、種々想定

される状況に応じて安全評価・規制支援に対応すること、を責務と捉え、必要な技術的基盤

を維持、発展させるための取組を堅持している。燃焼進展の影響をはじめとする複雑な燃料

挙動をより高い信頼性・外挿性を以て評価可能な手法及びコードの整備と、その裏付けとな

る実験、解析研究がこれに当たる。 
(2) 反応度投入事故（RIA）条件下で最近確認され、一般性の確認が規制庁の短期的課題となって

いる、沸騰水型原子炉（BWR）用添加物燃料のペレット被覆管機械的相互作用（PCMI）破損

や MOX 燃料の高温破裂といったテーマについても、これらの破損現象そのものは必ずしも

添加物または MOX といった材料固有のものではなく、燃焼進展に伴い現れる燃料挙動の一
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表 3 熱水力安全研究のスケジュール案 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

炉心損傷前熱水力研究

炉心損傷後熱水力研究

熱水力基礎基盤研究

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

・炉心熱伝達実験

・PWRシステム応答実験

・SA時格納容器冷却挙動実験（格納容器冷却，水素移行，格納容器リーク）

解析評価手法の整備（CFDによる格納容器冷却評価，プールスクラビング，水素移行・燃焼）

解析評価手法の整備（BEPU手法の拡張・高度化，サブチャンネルコード，単相流・二相流CFD）

連成解析手法開発・高度化（核熱カップリング，加圧熱衝撃応力解析，炉心熱伝達と燃料挙動）

ATFやSMR等の新技術への対応も視野

・エアロゾル移行実験（プールスクラビング，スプレイスクラビング）

数値解析手法の高度化（不確かさ評価高度化，実機解析への適用，マルチスケール，機械学習）

二相流計測手法開発（計測不確かさ評価，多次元流動計測，液膜・液滴等詳細計測，乱流計測）

・ 実用可能なものを受託事業へ反映

・ マルチフィジックスや他領域連携も検討

炉心熱伝達モデル高度化，システム応答実験
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部が材料の特性により助長された可能性として捉えるのが妥当、且つ重要な基本認識である。

また、近年研究を本格化した LOCA 時の燃料ペレット細片化、被覆管膨れ部への移動及び破

裂部からの放出（FFRD）については元より、燃焼の進展に直結した現象である。 
(3) 従って、注目されるこれら事故時挙動の評価を行う上では、現象理解や予測の基本となる、

燃料の高燃焼度化に伴う挙動（核分裂生成物（FP）ガス移行やスウェリング等）について正

しく把握し、モデル化することが重要となる。その上で、材料毎の特性が及ぼす影響を抽出・

評価することによってはじめて、得られた知見を必要な安全評価手法の改善に適切に結びつ

けることができる。燃焼進展に伴う燃料の照射挙動について、評価手法の信頼性、外挿性を

向上させることは、上述の燃料利用高度化等、想定される変化に際しても、最も実効性ある

備えとなる。 
(4) ATF 導入に際し原子炉の安全性を確保する上では、材料の変更が、SA の他、通常運転時や異

常過渡時、設計基準事故時の燃料挙動に及ぼす影響を把握する必要がある。規制庁の研究実

施方針も踏まえ、将来の国内での導入が見込まれる ATF 材を対象に、設計基準事故を超える

条件までを含む事故条件下の限界性能等、基準検討に資する知見の取得や、ATF の特性に適

した基準の在り方の検討に取り組む。 
(5) 高い耐酸化性能をもつ ATF 被覆管材については、15%等価被覆酸化量（ECR）や 1200℃の温

度制限に代表される現行の規制基準の枠組みに囚われない基準検討が重要である。設計基準

事故を超える高温条件下での限界性能に関する知見の取得を進め、併せてジルカロイ被覆燃

料との挙動の比較、液相形成過程を含むそれぞれの冷却可能形状喪失に係る評価手法の高度

化を図ることで、上記検討の科学的根拠を提供すると共に、炉心損傷判定基準の多様化に資

することを目指す。 
(6) ATF の照射試験データについては、今後長期に亘り限定的な状況が見込まれ、その照射挙動

評価は、解析コードのモデルを介して陰に、長期間/大規模に照射試験データが蓄積されてき

た UO2/ジルカロイ燃料挙動の知見に依拠することとなる。この観点からも、ATF 材そのもの

の挙動評価と並行して、UO2 や MOX 燃料ペレットの照射挙動に係るモデルの妥当性検証や

高度化を進めることは不可欠である。 
(7) 以上を踏まえ、燃料破損に直結することから従来研究の中心となってきた被覆管側の挙動に

加え、依然としてモデリング上の不確かさが大きい燃料ペレット側の挙動についても取組を

重点化する。高燃焼度 MOX 燃料や添加物燃料の事故時挙動に関するデータ、LOCA 時の細

片化に係るデータを始め、先行研究において不足している部分を選択的に拡充する。 
(8) これらの研究は、原子炉安全性研究炉 NSRR や燃料試験施設等の照射試験技術基盤無しには

成立しない。燃料の破損や溶融を含む過酷な事故条件を模擬可能な NSRR、軽水炉で照射さ

れた燃料の受け入れ、加工、広範な試験を実施可能な燃料試験施設は、国内で代替不可能な

軽水炉安全研究の最重要のインフラであり、将来予想される ATF 先行照射材等研究ニーズに

対応するためにも、その維持が喫緊の課題となる。このために、原子力機構外との委託/共同

研究、OECD/NEA 照射試験フレームワーク（FIDES）等の枠組みを活用する。 
(9) 研究成果は、通常運転時から事故時までをカバーする燃料挙動解析コードとして集約する。

オープンソースでの開発整備を継続し、原子力機構内外組織・機関への積極的な展開、開発・

検証における協力の拡大を通じて、燃料挙動解析や解析技術開発のプラットフォームとなる

ことを目指す。 
(10) 整備した知見及び解析コードを活用し、燃料安全に関する我が国の現行基準に対するレビュ

ー研究実施を規制庁へ呼びかけ、また、これに必要となる評価手法、モデルの整備を優先的

に実施する。これにより、国内基準の見直し要否検討を支援する。例えば PCMI 破損しきい
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値について、水素吸収モデルと破損予測モデルに基づき、現行基準の保守性や経験的アプロ

ーチが暗黙に受け入れている不確かさ及びリスクの定量化を図ることが考えられる。 
(11) 以上を踏まえ、実施または具体化を検討すべき取組は下記の通り整理される。 

 ATF 及び BDBA 条件下の燃料挙動を対象として、試験の提案及び実施 
・ このために必要な、ホット試験施設、研究炉施設の照射後試験機器類の整備、現在

よりも広い条件範囲を対象に BDBA 下の燃料挙動模擬試験が可能な実験カプセル等

照射試験技術の開発 
・ ATF、BDBA 挙動評価に対応する燃料挙動解析技術基盤の整備と展開 

 技術水準の向上（最新知見を踏まえた燃料モデリング・挙動解析技術の高度化）加速 
・ 燃料コード FEMAXI の提供等を通じて成立している原子力機構内外組織・機関との

連携（原子力機構原子力科学研究部門（以下、原科部門）、原子力機構核燃料サイク

ル工学研究所、規制庁、大学、燃料メーカー他）体制を活用 
・ 規制庁を支援し、中長期の規制支援コード整備計画を策定。「安全解析コードの相互

利用に関する協定」1 の見直し、現存コードの仕分け、及び組織間の役割分担につい

て組織・分野間横通しで議論 
・ 集合体・炉心スケールでの挙動や核熱挙動評価等を含む原子炉プラントの統合的解

析基盤形成に向けた各組織への働きかけ 
 整備した解析基盤を用いて、炉心冷却性や燃料破損リスクの最適評価及び不確かさの定

量化を進めることを通じ、基準見直し要否検討、現行の枠組みにとらわれない基準の検

討、性能規定化、新材料の導入や燃料利用高度化への規制対応を支援 
 

スケジュール案を、表 4 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 上記を踏まえ、今後以下の研究分野に重点をおいて進める。原子力機構外部との連携や大型

施設等技術基盤維持に資する取組を優先させる。 
 現行規制基準見直し要否判断に資する知見の取得 
 国際プロジェクト等を活用した RIA 時燃料破損限界評価手法の高度化（米アイダホ国立

研究所（INL）と連携） 
 材料の微細組織変化とリンクさせた被覆管破損／破断挙動のモデル化（規制庁と連携） 
 BDBA 時の燃料挙動解析評価技術開発（原科部門と連携） 
 ATF の安全性に係る研究、及び、解析コード類の ATF への対応・適用（原科部門と連携） 
 燃料の破損／破断現象のモデリング及び解析コードへの反映 
 原科部門等統合コード構築の取組と連携、熱水力コード等との連携に必要な燃料コード

の改良、規制庁熱水力コードとのカップリング、LOCA 解析への適用 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
(1) 燃料安全研究または燃料の研究については、大学等においてこれを専門分野とする研究室が

限られ、グループ構成員の殆どは炉物理、材料等別の専門性のみ備える状態から出発するこ

 
1 2003 年に、旧日本原子力研究所（現原子力機構）と旧独立行政法人原子力安全基盤機構（2014

年に原子力規制庁へ統合）の間で締結された。両組織が開発・整備した解析コードの相互利用

に係る枠組みを定めた協定。 
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部が材料の特性により助長された可能性として捉えるのが妥当、且つ重要な基本認識である。

また、近年研究を本格化した LOCA 時の燃料ペレット細片化、被覆管膨れ部への移動及び破

裂部からの放出（FFRD）については元より、燃焼の進展に直結した現象である。 
(3) 従って、注目されるこれら事故時挙動の評価を行う上では、現象理解や予測の基本となる、

燃料の高燃焼度化に伴う挙動（核分裂生成物（FP）ガス移行やスウェリング等）について正

しく把握し、モデル化することが重要となる。その上で、材料毎の特性が及ぼす影響を抽出・

評価することによってはじめて、得られた知見を必要な安全評価手法の改善に適切に結びつ

けることができる。燃焼進展に伴う燃料の照射挙動について、評価手法の信頼性、外挿性を

向上させることは、上述の燃料利用高度化等、想定される変化に際しても、最も実効性ある

備えとなる。 
(4) ATF 導入に際し原子炉の安全性を確保する上では、材料の変更が、SA の他、通常運転時や異

常過渡時、設計基準事故時の燃料挙動に及ぼす影響を把握する必要がある。規制庁の研究実

施方針も踏まえ、将来の国内での導入が見込まれる ATF 材を対象に、設計基準事故を超える

条件までを含む事故条件下の限界性能等、基準検討に資する知見の取得や、ATF の特性に適

した基準の在り方の検討に取り組む。 
(5) 高い耐酸化性能をもつ ATF 被覆管材については、15%等価被覆酸化量（ECR）や 1200℃の温

度制限に代表される現行の規制基準の枠組みに囚われない基準検討が重要である。設計基準

事故を超える高温条件下での限界性能に関する知見の取得を進め、併せてジルカロイ被覆燃

料との挙動の比較、液相形成過程を含むそれぞれの冷却可能形状喪失に係る評価手法の高度

化を図ることで、上記検討の科学的根拠を提供すると共に、炉心損傷判定基準の多様化に資

することを目指す。 
(6) ATF の照射試験データについては、今後長期に亘り限定的な状況が見込まれ、その照射挙動

評価は、解析コードのモデルを介して陰に、長期間/大規模に照射試験データが蓄積されてき

た UO2/ジルカロイ燃料挙動の知見に依拠することとなる。この観点からも、ATF 材そのもの

の挙動評価と並行して、UO2 や MOX 燃料ペレットの照射挙動に係るモデルの妥当性検証や

高度化を進めることは不可欠である。 
(7) 以上を踏まえ、燃料破損に直結することから従来研究の中心となってきた被覆管側の挙動に

加え、依然としてモデリング上の不確かさが大きい燃料ペレット側の挙動についても取組を

重点化する。高燃焼度 MOX 燃料や添加物燃料の事故時挙動に関するデータ、LOCA 時の細

片化に係るデータを始め、先行研究において不足している部分を選択的に拡充する。 
(8) これらの研究は、原子炉安全性研究炉 NSRR や燃料試験施設等の照射試験技術基盤無しには

成立しない。燃料の破損や溶融を含む過酷な事故条件を模擬可能な NSRR、軽水炉で照射さ

れた燃料の受け入れ、加工、広範な試験を実施可能な燃料試験施設は、国内で代替不可能な

軽水炉安全研究の最重要のインフラであり、将来予想される ATF 先行照射材等研究ニーズに

対応するためにも、その維持が喫緊の課題となる。このために、原子力機構外との委託/共同

研究、OECD/NEA 照射試験フレームワーク（FIDES）等の枠組みを活用する。 
(9) 研究成果は、通常運転時から事故時までをカバーする燃料挙動解析コードとして集約する。

オープンソースでの開発整備を継続し、原子力機構内外組織・機関への積極的な展開、開発・

検証における協力の拡大を通じて、燃料挙動解析や解析技術開発のプラットフォームとなる

ことを目指す。 
(10) 整備した知見及び解析コードを活用し、燃料安全に関する我が国の現行基準に対するレビュ

ー研究実施を規制庁へ呼びかけ、また、これに必要となる評価手法、モデルの整備を優先的

に実施する。これにより、国内基準の見直し要否検討を支援する。例えば PCMI 破損しきい
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とになる。このため、人材育成の視点では、燃料研究の内特定の研究テーマについて集中し

て取組み、燃料分野での専門性を養うことがまずは優先される。 
(2) 他方、燃料の専門家として身に着けておくべき知識は幅が広く、自らの専門性に基づく成果

創出の過程でこれらをカバーすることは現実的でない。研究に取り組む一方で、各研究員が

積極的に広い知識を吸収する過程、またその切っ掛けとして、分野を取り巻く状況や分野で

の取組、特に安全評価や規制に関わるもの、に触れる機会も重要となる。 
(3) 人的リソースの縮小は長期的な傾向であり、こうした中では、上述の様な機会を通じて自ら

の研究領域の外側の取組に触れ、自らの研究能力（技術、スキル）でカバーすることのでき

る範囲の狭さを認識した上で、グループとして維持、発展させるべき研究能力、グループ内

及び原子力機構内外との連携によってカバーすべき研究能力が何であるか、を考えつつ、研

究活動のとりまとめや立案にあたる姿勢が求められる。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 規制支援及び安全規制そのものへの関心を喚起する取組、並びに原子力機構内外で関連する

取組を行っている組織との連携 
 規制の考え方に関係する学会技術レポート（燃料に関する学会標準委員会技術レポート

等）の作成、改訂作業への参画、参加等 
 規制庁への研究提案及び実施 
 産業界（電力、プラントメーカ等）から現行の規制基準に対し具体的にどう対応してい

るかについて情報を収集する技術交流の場の設定及び議論 
(2) より長期的な視点から新型炉、新型燃料の研究や基礎技術の研究に関心を持たせ、技術及び

知見を深め広げるための取組 
 国内、国際会議への参加、研究成果発表及び情報収集 
 産業界からの参加がある学会委員会活動への出席による情報収集 
 現有の実験技術及び解析技術の、関係する研究グループ内展開、継承 

 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) ATF を含む燃料の事故時挙動に係る研究に関して、燃料メーカーとの共同研究及び規制庁と

の共同研究の実施並びに国際プロジェクトへの参画及び推進 
(2) 事故時燃料挙動評価技術開発（実験及び解析分野ともに。関係する研究グループ外からの技

術導入含む） 
(3) ATF 挙動、BDBA 時の燃料挙動の原子力機構内連携、原科部門統合コード整備提案を契機に、

安全研究センター/原子力基礎工学研究センター間、また熱流動、SA、臨界等関連分野間の自

律的な連携に向けた施策として、統合コードの開発モデル構築議論開始を働きかけ 
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表 4 燃料安全研究のスケジュール案 

 

 

表 4 注： 
ATF: Accident Tolerant Fuel、事故耐性燃料 
CIP: Cabri International Program、Cabri 水ループ計画 
FEMAXI: 通常時及び異常過渡時燃料挙動解析コード 
HERA: 反応度事故模擬試験プログラム 
INCA: LVR-15 炉を用いた被覆管クリープ挙動試験 
JEEP: Joint ExpErimental Project、合同試験プログラム 
MIR-LOCA: MIR 炉を用いた LOCA 試験 
P2M: BR2 炉を用いた出力急昇試験 
RANNS: 事故時燃料挙動解析コード 
SCIP-IV: Studsvik Cladding Integrity Program、スタズビック被覆管健全性プロジェクト 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

通常運転時～DBA

BDBA

ATF

コード整備

基準検討/
基準改訂要否検討

国際プロジェクト

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

LOCA試験(FeCrAl-ODS) (Coated-Zry)
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FIDES

HERA   パルス幅影響解明RIA試験

JEEP (INSTEP or HERA-phase2)

PWR条件下での高燃焼度燃料RIA試験

SCIP-IV

高温条件模擬試験（NSRR/RFEF）

RIA試験 (Coated-Zry) （FeCrAl-ODS）

RANNS(RIA) (LOCA, BDBA)

FEMAXI 高度化: 不確かさ評価, ATF対応, MOX対応, 破損モデル, 水素吸収モデル, クリープモデル, etc.
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長期炉心冷却性評価（繰り返し負荷下の被覆管曲げ試験）

(ATF)

（照射済燃料）

（添加物燃料、MOX）
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（添加物燃料、MOX）

JEEP (P2M, INCA, MIR-LOCA)

（高温条件、内圧破裂、過渡スウェリング）

燃料損傷過程のモデル化（JUPITER） （照射済燃料）

（ATF）

（ATF）

（疲労試験、動的特性評価、照射材）

JAEA-Review 2021-019 

- 22 - 

とになる。このため、人材育成の視点では、燃料研究の内特定の研究テーマについて集中し

て取組み、燃料分野での専門性を養うことがまずは優先される。 
(2) 他方、燃料の専門家として身に着けておくべき知識は幅が広く、自らの専門性に基づく成果

創出の過程でこれらをカバーすることは現実的でない。研究に取り組む一方で、各研究員が

積極的に広い知識を吸収する過程、またその切っ掛けとして、分野を取り巻く状況や分野で

の取組、特に安全評価や規制に関わるもの、に触れる機会も重要となる。 
(3) 人的リソースの縮小は長期的な傾向であり、こうした中では、上述の様な機会を通じて自ら

の研究領域の外側の取組に触れ、自らの研究能力（技術、スキル）でカバーすることのでき

る範囲の狭さを認識した上で、グループとして維持、発展させるべき研究能力、グループ内

及び原子力機構内外との連携によってカバーすべき研究能力が何であるか、を考えつつ、研

究活動のとりまとめや立案にあたる姿勢が求められる。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 規制支援及び安全規制そのものへの関心を喚起する取組、並びに原子力機構内外で関連する

取組を行っている組織との連携 
 規制の考え方に関係する学会技術レポート（燃料に関する学会標準委員会技術レポート

等）の作成、改訂作業への参画、参加等 
 規制庁への研究提案及び実施 
 産業界（電力、プラントメーカ等）から現行の規制基準に対し具体的にどう対応してい

るかについて情報を収集する技術交流の場の設定及び議論 
(2) より長期的な視点から新型炉、新型燃料の研究や基礎技術の研究に関心を持たせ、技術及び

知見を深め広げるための取組 
 国内、国際会議への参加、研究成果発表及び情報収集 
 産業界からの参加がある学会委員会活動への出席による情報収集 
 現有の実験技術及び解析技術の、関係する研究グループ内展開、継承 

 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) ATF を含む燃料の事故時挙動に係る研究に関して、燃料メーカーとの共同研究及び規制庁と

の共同研究の実施並びに国際プロジェクトへの参画及び推進 
(2) 事故時燃料挙動評価技術開発（実験及び解析分野ともに。関係する研究グループ外からの技

術導入含む） 
(3) ATF 挙動、BDBA 時の燃料挙動の原子力機構内連携、原科部門統合コード整備提案を契機に、

安全研究センター/原子力基礎工学研究センター間、また熱流動、SA、臨界等関連分野間の自

律的な連携に向けた施策として、統合コードの開発モデル構築議論開始を働きかけ 
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3.5 シビアアクシデント研究 
 
【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 1F 事故の教訓に基づき SA 研究課題が国内外において改めて検討され23), 24)、研究が強化され

た25), 26), 27), 28), 29)。代表的な研究項目として以下を挙げることができる。 
 SA における重要現象の理解 
 SA 対策（炉心損傷防止、格納容器破損防止、放出抑制等）評価技術の開発 
 SA 総合解析コードの開発・改良（例：米 MELCOR、MAAP、仏 ASTEC、独 ATHLET、

露 SOCRAT、日 SAMPSON、THALES2、その他30）） 
 新たな SA 対策や事故耐性燃料の開発 
 1F 事故の解明や 1F 燃料デブリの特性把握 

(2) 多くの研究がソースターム（放射性核種の環境放出量、形態、タイミング等に関する情報）

に関連する現象や技術を対象とする。すなわち、蒸発／凝縮やエアロゾル挙動のような放射

性核種の放出や移行に直接関わる現象、放射性核種の除去技術に関わるプールスクラビング

等の現象、さらに、原子炉施設の重要バウンダリである格納容器の脅威となる溶融炉心-コン

クリート相互作用（MCCI）、水素燃焼、水蒸気爆発等の現象が含まれる。 
(3) これらを踏まえ、現在シビアアクシデント研究グループでは SA 対策の効果を反映したソー

スターム評価に必要な知見の取得及び評価手法の開発を目的として、以下の研究課題に重点

的に取り組んでいる。 
 圧力容器破損後の格納容器内における溶融炉心挙動及び冷却性（事前注水による MCCI

防止対策の有効性）の評価手法の開発 
 ソースターム評価すなわちレベル 2 PRA において重要となる原子炉冷却系及び格納容器

内における核種の化学的挙動の解明 
また、これらの知見を反映した SA 総合解析コード THALES2 により以下を行っている。 

 1F 事故進展の解明及び放射性核種放出経路の推定 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 今後の戦略の基本方針はこれまでと同様である。すなわち、原子炉施設及び核燃料サイクル

施設の SA 時のソースタームに大きな影響を及ぼす現象を選定し、自ら実施する実験または

原子力機構内外との協力により取得する実験データに基づき、現象のモデル化及び SA 総合

解析コードへの導入を行う。これによりレベル 2 PRA 技術を高度化する。 
(2) 重点課題を選定するため、OECD/NEA の活動への参加や個別の国際協力、国際会議等を通し

て主要国の SA 研究及び規制の動向の把握に努める。 
(3) シビアアクシデント研究グループにおいては、グループ設置の経緯から解析的研究が主体で

あったが、今後は小規模実験装置の整備を段階的に進めてインフラ及び人的リソースを強化

し、新たな外部資金研究の獲得を目指す。 
(4) 原子力機構内の他部門、特に原科部門原子力基礎工学研究センターとの連携を強化し、実験

データ取得及び評価ツールの開発を効果的に推進する。 
(5) 以上から得られる研究成果により、原子力規制を支援する。 
 

スケジュール案を、表 5 に示す。 
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【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) SA 及びソースタームの評価は、重要現象に関する知見や理解度、現象モデル・解析コードの

精度、事故シナリオ設定の適切さ等に起因して大きな不確かさを有する。よって、評価結果

に対して種々の要因が持つ感度を評価し、不確かさや影響の大きな要因への対処に優先的に

研究リソースを配分することでソースターム評価における不確かさの効果的な低減を図る。 
(2) 上記を進めるため、個別の重要現象及び SA 時の総合的な挙動を評価するためのツールを開

発する。現在実施中の下記コードの開発を継続し、さらに発展させる。 
 SA 総合解析コード THALES2 
 格納容器ヨウ素化学解析コード KICHE 
 汎用化学計算コード CHEMKEq 
 核分裂生成物移行挙動解析コード ART 
 溶融炉心・冷却性相互作用解析コード JASMINE 
 水素挙動解析 CFD ツール 
 核燃料施設の熱流動・物質移流解析コード CELVA 

(3) これらの解析コードは、研究で取得した知見の反映先であると同時に、それを活用して不確

かさ評価・感度解析を行い、次のステップの研究課題を抽出するためのツールでもある。今

後は「活用」を強化すると同時に、自分が使うコードから、より多くの外部ユーザ（特に学

生を想定）に提供するコードへと位置付けの転換を図る。 
(4) THALES2 コードへの核種化学挙動モデルの導入等によるレベル 2 PRA 技術の高度化を継続

し完成度の向上を図るとともに、高度化の対象を環境放出後の核種移行や被ばく影響の評価

（すなわちレベル 3 PRA）に拡張し、レベル 2 からレベル 3 まで一貫した評価を行うための

手法を整備する。具体的には、リスク評価・防災研究グループが開発する確率論的事故影響

評価コード OSCAAR が高度化された THALES2 の出力情報を十分活用できるよう機能拡張の

提案を行い、インターフェース整備を含むコード改良に積極的に関与し、THALES2-OSCAAR
の連携強化を推進する。 

(5) THALES2 コードの開発では従来 BWR 版に集中的にリソースを投入してきたが、今後は PWR
バージョンとのコード共通化を進め、PWR 版の完成度向上を図る。 

(6) 現在進めている溶融炉心挙動実験、物質移動係数測定実験、高温気相化学反応実験等に係る

比較的小規模な装置の整備に関して、これらの装置を用いた基礎データの取得を本格化し、

コード開発・改良に必要な検証データを拡充するとともに、SA 研究分野における人材育成の

プラットフォームとして活用する。 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
(1) SA 研究には、特定対象に対する深い理解（専門性）、広い守備範囲（網羅性）及びこれらの

バランスが求められる。専門性と網羅性は相反するものであり、組織的には人材の多様性に

よりこれに対応するが、個々の研究員においてもこれらの両立を目指す意識が重要と考える。

これは、特定の分野を究めて知識、経験及び自信を獲得し、それをもって他の分野にも対処

し、徐々に自らの専門性を拡大するということであり、「専門外」という言い訳をせずに有限

の人的リソースで SA 全般に対応していく上で重要である。また、社会情勢を含む様々な状

況の変化にフレキシブルに対応する上でも重要である。加えて、得意分野のみを追求し続け

るのではなく、全体を見渡した上で弱い分野や効果の大きな分野にリソースを分配するとい

ったマネージメントも重要である。 
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3.5 シビアアクシデント研究 
 
【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 1F 事故の教訓に基づき SA 研究課題が国内外において改めて検討され23), 24)、研究が強化され

た25), 26), 27), 28), 29)。代表的な研究項目として以下を挙げることができる。 
 SA における重要現象の理解 
 SA 対策（炉心損傷防止、格納容器破損防止、放出抑制等）評価技術の開発 
 SA 総合解析コードの開発・改良（例：米 MELCOR、MAAP、仏 ASTEC、独 ATHLET、

露 SOCRAT、日 SAMPSON、THALES2、その他30）） 
 新たな SA 対策や事故耐性燃料の開発 
 1F 事故の解明や 1F 燃料デブリの特性把握 

(2) 多くの研究がソースターム（放射性核種の環境放出量、形態、タイミング等に関する情報）

に関連する現象や技術を対象とする。すなわち、蒸発／凝縮やエアロゾル挙動のような放射

性核種の放出や移行に直接関わる現象、放射性核種の除去技術に関わるプールスクラビング

等の現象、さらに、原子炉施設の重要バウンダリである格納容器の脅威となる溶融炉心-コン

クリート相互作用（MCCI）、水素燃焼、水蒸気爆発等の現象が含まれる。 
(3) これらを踏まえ、現在シビアアクシデント研究グループでは SA 対策の効果を反映したソー

スターム評価に必要な知見の取得及び評価手法の開発を目的として、以下の研究課題に重点

的に取り組んでいる。 
 圧力容器破損後の格納容器内における溶融炉心挙動及び冷却性（事前注水による MCCI

防止対策の有効性）の評価手法の開発 
 ソースターム評価すなわちレベル 2 PRA において重要となる原子炉冷却系及び格納容器

内における核種の化学的挙動の解明 
また、これらの知見を反映した SA 総合解析コード THALES2 により以下を行っている。 

 1F 事故進展の解明及び放射性核種放出経路の推定 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 今後の戦略の基本方針はこれまでと同様である。すなわち、原子炉施設及び核燃料サイクル

施設の SA 時のソースタームに大きな影響を及ぼす現象を選定し、自ら実施する実験または

原子力機構内外との協力により取得する実験データに基づき、現象のモデル化及び SA 総合

解析コードへの導入を行う。これによりレベル 2 PRA 技術を高度化する。 
(2) 重点課題を選定するため、OECD/NEA の活動への参加や個別の国際協力、国際会議等を通し

て主要国の SA 研究及び規制の動向の把握に努める。 
(3) シビアアクシデント研究グループにおいては、グループ設置の経緯から解析的研究が主体で

あったが、今後は小規模実験装置の整備を段階的に進めてインフラ及び人的リソースを強化

し、新たな外部資金研究の獲得を目指す。 
(4) 原子力機構内の他部門、特に原科部門原子力基礎工学研究センターとの連携を強化し、実験

データ取得及び評価ツールの開発を効果的に推進する。 
(5) 以上から得られる研究成果により、原子力規制を支援する。 
 

スケジュール案を、表 5 に示す。 
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(2) 安全研究の成果は規制判断に用いられることを前提としており、質と信頼性が求められる。

これは成果を発信する研究員に対する要求でもあり、安全を論ずる以前に学術的・技術的な

資質を備えていることが必要である。 
(3) 安全研究や規制支援研究に必要となる幅広い知識や経験を取得させるため、下記の活動を奨

励している。 
 OECD/NEA プロジェクト等の国際活動への参加並びに国際活動の提案及び実施 
 海外研究機関への若手研究員の派遣・留学及び海外機関からの受入れ 
 実際の原子力施設に関する知識の獲得を目的とした学協会セミナー等への参加 
 原子力施設の見学 

 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 前項(1)を意識した人材育成を進める。 
(2) 前項(2)に関して、専門誌への論文投稿、国内外学会での発表等を通して研究者としての質を

高めるとともに、SA 分野の専門家として広く認知されることを目指す。 
(3) 前項(3)を継続する。 
(4) 安全規制支援に対する研究員の意識を高めるため以下の活動を開始する。 

 設置許可申請書や審査書の読み合わせ、審査会合の傍聴 
 規制基準やリスク情報活用状況の国際比較 
 現在の国内外規制課題の認識及び現状に対する各自の評価 
 電力事業者との意見交換 

 

【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
各項目に対する重み付けは個々の研究者の資質や志向に依存するが、シビアアクシデント研究

グループにおいて前述の活動に満遍なく取り組む方針である。 
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表 5 シビアアクシデント研究のスケジュール案 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

ソースターム評価手法の
活用

ソースターム評価手法の
整備

格納容器等健全性評価
手法の整備

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

Ru挙動モデル高度化、ART/CELVA-1D整備、実機評価

種々の事故シナリオに対するソースタームデータベースの構築

MCCIモデル検討

THALES3整備、

ART整備、検証

【再処理施設】
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ソースターム評価
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3.6 リスク評価・防災研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) リスク評価・防災研究の範囲 

リスク評価・防災研究は現状、基礎的技術を確立するための「リスク基盤研究」と、その応

用としての「放射線安全・防災研究」から構成される。 
 リスク基盤研究では、放射性物質による人や環境への影響を評価するための「事故影響

評価手法の開発」が最も基本的な研究の軸であり、（i）大気拡散・沈着解析、（ii）被ばく

評価、（iii）防護措置解析、（iv）健康影響評価及び（v）経済影響評価という 5 つの解析・

評価のためのモデル開発を実施している。また、これらの 5 つの解析・評価を一括して

確率論的に解析するための確率論的事故解析コード OSCAAR の開発を実施している。 
 放射線安全・防災研究では、リスク基盤研究で開発した手法・コードを利用して、緊急

期と復旧期における防護戦略の最適化を実施してきた。また、リスク基盤研究及び放射

線安全・防災研究を実施する際の基本的な情報として、IAEA や国際放射線防護委員会

（ICRP）等の国際機関の最新動向の調査を継続的に実施してきている。 
(2) リスク評価・防災研究の方向性 

原子力防災分野では現在、1F 事故の経験を踏まえ、国内外においてその考え方が著しく更

新されているところである。また、1F 事故から 10 年が経過し、事故影響評価に関する様々な

モデルについても、この事故をもとにして改良が行われ、その成果を原子力防災対策に反映し

ていく段階となっている。そのため、原子力災害対応に直結する研究は、対応や支援の窓口に

当たる NEAT と一体で取り組むとともに、その成果は地域防災計画や緊急時モニタリング体

制の整備、原子力防災関係要員の育成等へも波及させていくことが必要である。 
また、現時点において、リスク基盤研究では 1F 事故の経験を反映して事故影響評価手法に

係る（i）～（v）に関するモデル開発を進めるとともに、最新動向の調査を通じて、国内外の

関連する安全規制・指針類の策定におけるニーズの整理を実施しているところである。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
リスク評価・防災研究の範囲は、従来通り「リスク基盤研究」と「放射線安全・防災研究」から

構成されるものとする。 
このように設定した範囲の中で、まずはリスク基盤研究の着実な実施に基づく研究の質の維持

を第一とし、そのうえで、社会的ニーズを踏まえた放射線安全・防災研究への展開を通じて社会

実装を実現することを目指す。その際の方向性は以下とする。 
 リスク基盤研究 

・ 従来のチェルノブイリ事故の経験に基づくモデルの改良を進め、1F 事故後の経験と

知見を踏まえて科学的に最新で我が国の社会や環境に見合ったモデルを開発する。 
・ 特に環境動態に係る研究については、原子力基礎工学研究センターや福島研究開発

拠点・廃炉環境国際共同研究センター等と連携し、最新のモデルや知見と事故後の現

地の環境データを共有・活用しながら研究を進める。 
 放射線安全・防災研究 

・ 防災基本計画や原子力災害対策指針のように国からのトップダウン的な策定だけで

なく、地域防災計画や広域避難計画のような地方自治体によるボトムアップ的な策

定にも直接貢献することも目指す。 
・ 国や地方自治体の対応計画等の策定支援に当たっては、OSCAAR コードを活用して
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応用研究を進めるとともに、原子力機構プログラム等検索システム PRODAS を通じ

て外部への提供を展開してユーザーからの要望等を積極的にフィードバックしつつ

社会への実装と貢献することを目指す。 
・ 特に、社会実装に際しては、モニタリング技術の高度化、住民や防災業務従事者への

防護措置の効率化の検討、研修プログラム・教材の開発等に取り組んでいる NEAT と

連携する。 
 上記の 2 点に加え、リスク基盤研究及び放射線安全・防災研究ともに分野横断的に研究を

展開する。特に、放射線リスクだけでなく他のリスクとの比較考量や、住民の理解や行動、

社会基盤等の実情をとらえるための社会調査などの視点も取り入れる。 
 

スケジュール案を、表 6 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) リスク基盤研究では、上記の方向性を踏まえて以下の 2 点に重点的に取り組む。 

 1F 事故後の経験と国際的な研究の進展を取り込んで、（i）被ばく評価モデル、（ii）防護

措置モデル、（iii）健康影響モデル及び（iv）経済影響モデルの開発 
 また、1F 事故から 10 年を経て開発が完了又は区切りの良いモデルについては、段階的

にそれらを組み込んだ解析コードの開発へと移行する。例えば、以下のようなコード開

発を実施する： 
・ 確率論的事故影響評価コード OSCAAR version 2 
・ 確率論的被ばく線量評価コード DPRO 
・ 生活圏汚染時の事故影響評価解析コード 

(2) 放射線安全・防災研究では、1F 事故の経験を踏まえて著しく変化する国際的な考え方に対応

するために日本の原子力災害対策指針において課題とされている項目について重点的に対応

する。例えば、現在の原子力災害対策指針（令和 3 年 7 月 21 日一部改正）では、以下の 3 点

が今後、原子力規制委員会で検討を行うべき課題として挙げられている31)： 
 運用上の介入レベル（OIL）の初期設定値の変更の在り方や放射線以外の人体への影響も

踏まえた総合的な判断に基づく OIL の設定の在り方の検討 
 緊急時被ばく状況から現存被ばく状況・計画的被ばく状況への移行に関する考え方の検

討 
 透明性を確保し適切な災害対策の計画及び実施を実現するため、住民の理解や信頼を醸

成するための情報を定期的に共有する場の設定等 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
リスク評価・防災研究に従事する研究者は、現状において、過去に開発されたモデルと解析コ

ードの利用者にすぎない。また、各人の専門は原子力・放射線又は工学・理学分野に特化してお

り、社会科学まで含めた分野横断的な研究を行うための視野はない。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
一方、今後、本分野において国内外の第一線で活躍する人材を育成していくためには、少なく

とも、各研究者が事故影響評価手法に含まれる 5 つの解析・評価の専門家となり、その上で放射

線安全・防災研究を通じて社会へと反映することが求められる。このため、以下のような人材育

成を行う。 
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3.6 リスク評価・防災研究 
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実装を実現することを目指す。その際の方向性は以下とする。 
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・ 従来のチェルノブイリ事故の経験に基づくモデルの改良を進め、1F 事故後の経験と

知見を踏まえて科学的に最新で我が国の社会や環境に見合ったモデルを開発する。 
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拠点・廃炉環境国際共同研究センター等と連携し、最新のモデルや知見と事故後の現

地の環境データを共有・活用しながら研究を進める。 
 放射線安全・防災研究 

・ 防災基本計画や原子力災害対策指針のように国からのトップダウン的な策定だけで

なく、地域防災計画や広域避難計画のような地方自治体によるボトムアップ的な策

定にも直接貢献することも目指す。 
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 専門家となるために： 
・ リスク評価・防災研究グループ内における解析・評価の担当を明確化し、個々の研

究員が各分野における英文誌へ論文を投稿して専門性を高める。 
・ 上記の成果をもって（又は同時進行で）、国内外のプロジェクトや学会、技術会合等

へ積極的に参加する。 
 社会実装のために： 

・ 原子力規制委員会、内閣府（原子力防災担当）及び各自治体の原子力防災関連の文

書を定期的に調査し、国や地域のニーズが何処にあるのか把握する。 
・ ICRP 勧告、IAEA 安全基準等、国際的な最新動向を調査するとともに、緊急時対応

分野における国際的な枠組みの基礎を身に付ける。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
放射線安全・防災研究は社会や人を対象としているため、前述の通り、分野横断的な研究が求

められる。この場合、個々の自己研鑽が求められはするものの限界があるので、他の組織との共

同研究等の組織的な対応も検討する。 
緊急時対応分野では 1F 事故を受けて、国際的な枠組みが目まぐるしく変化を続けており、国内

の指針文書等もこれらの動向を追随する形で見直しが行われているところである。したがって、

まずはこれらの国際動向を把握することに主眼を置き、IAEA/EPR シリーズの翻訳と研究開発報

告書類（JAEA レポート）として公開することで、研究員自身が国際的な枠組みの基礎を習熟する

とともに国内での知識の普及促進を目指す。 
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表 6 リスク評価・防災研究のスケジュール案 

 

 

表 6 注： 
EPReSC: Emergency Preparedness and Response Standard Committee、原子力防災基準委員会 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

事故影響評価手法の開発

コード開発

防護戦略の最適化

理念枠組み
国際動向調査

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

リスク基盤研究

放射線安全・防災研究

線量評価モデルの開発（福島に基づく線量評価モデル開発）

開発モデルに基づくOSCAAR改良

生活圏における住民線量及び防護措置効果評価コードの開発

防護措置モデルの開発（屋内退避、避難）

経済影響モデルの開発

事故進展と統合した事故影響評価（不確実さ解析等含む）

最新知見取入（線量換算係数等、データベース更新（社会・環境データ）

緊急段階の防護戦略の最適化（屋内退避、避難の組み合わせ等）
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国際機関の動向調査（IAEA/EPReSC、ICRP等）
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 専門家となるために： 
・ リスク評価・防災研究グループ内における解析・評価の担当を明確化し、個々の研

究員が各分野における英文誌へ論文を投稿して専門性を高める。 
・ 上記の成果をもって（又は同時進行で）、国内外のプロジェクトや学会、技術会合等

へ積極的に参加する。 
 社会実装のために： 

・ 原子力規制委員会、内閣府（原子力防災担当）及び各自治体の原子力防災関連の文

書を定期的に調査し、国や地域のニーズが何処にあるのか把握する。 
・ ICRP 勧告、IAEA 安全基準等、国際的な最新動向を調査するとともに、緊急時対応

分野における国際的な枠組みの基礎を身に付ける。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
放射線安全・防災研究は社会や人を対象としているため、前述の通り、分野横断的な研究が求

められる。この場合、個々の自己研鑽が求められはするものの限界があるので、他の組織との共

同研究等の組織的な対応も検討する。 
緊急時対応分野では 1F 事故を受けて、国際的な枠組みが目まぐるしく変化を続けており、国内

の指針文書等もこれらの動向を追随する形で見直しが行われているところである。したがって、

まずはこれらの国際動向を把握することに主眼を置き、IAEA/EPR シリーズの翻訳と研究開発報

告書類（JAEA レポート）として公開することで、研究員自身が国際的な枠組みの基礎を習熟する

とともに国内での知識の普及促進を目指す。 
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3.7 材料評価研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 国内軽水炉プラントにおいて、運転年数 40 年を超えるものが 4 基あるほか、約半数が運転年

数 30 年を超える32)。また、欧米の原子力発電所の多くも高経年化が進んでいることから、安

全上重要な機器・構造物の健全性確保が世界的に重要な課題となっている。国内では、高経

年化技術評価及び運転期間延長の審査において、材料劣化を考慮して構造健全性評価や保守

管理の技術的妥当性が確認されている。その確認に当たっては、関連する電気技術規程（JEAC）
等の民間規格や技術基準が最新の科学的・技術的知見に基づき整備されていることが重要で

ある。また、新検査制度や安全性向上評価では、リスク情報の活用が重要とされており33)、確

率論的健全性評価の実用化に資する知見やデータの取得が不可欠になっている。 

(2) 国内の原子力発電所では廃止措置が開始されたものもあり、長期間使用された実機材を採取

して試験・分析を行うことが可能になりつつある。材料劣化予測の整備や保守管理技術の検

証等が加速試験等に基づき行われたものについては、実環境下で劣化した実機材を用いた検

証等が必要である。また、実機材を用いた現行手法の保守性等に係る検証は原子力規制委員

会においても望まれている34)。実機材の活用に当たっては、産業界や他研究機関との協力体

制の構築が必要となる。併せて、他部門やホット施設との連携を強化し、規制支援に資する

試験環境基盤整備や人材育成を進める必要がある。特に、材料試験炉ホットラボ（JMTR-HL）
の廃止に伴うホット試験技術の伝承が大きな課題となっている。 

(3) 原子炉圧力容器に対する照射脆化や構造健全性評価については、民間規格の策定や改定が進

められており、今後も技術評価が見込まれる。また、その科学的合理性を高める研究への取

組が原子力規制委員会から求められている 5)。 

 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 主要機器のうち照射に起因した材料劣化事象を考慮すべき機器を中心に、劣化メカニズム評

価及び構造健全性評価に関わる研究を実施する。具体的には、原子炉圧力容器（照射脆化）、

ステンレス製炉内構造物（照射誘起応力腐食割れ、IASCC）及びステンレス鋳鋼製機器（熱時

効脆化）を対象に、関連する経年劣化について、材料劣化の機構解明に資する微細組織分析、

統計解析や構造解析を活用した先端的な研究、現行の構造健全性評価の保守性確認のための

大型試験等の試験研究を進める。また、規制庁が、国内で廃止措置中の原子力発電所等から

採取される実機材料を活用し、加速試験結果に基づく材料の経年劣化予測評価の実機環境に

おける経年劣化挙動に対する保守性等の検証を要望していること等を踏まえ、実機材の採取

時期も鑑み、ホット試験施設への照射後試験装置の整備、ホット材料試験を行うための技術

系職員の確保・育成及び技術継承を計画的に推進し、実機材料等を活用した試験研究を確実

に進める。 

(2) 以上の安全研究の内、高経年化技術評価及び運転期間延長の審査に資する安全研究、ホット

材料試験のための装置整備等は、外部資金も活用して実施する。安全上重要な機器に対する

構造健全性評価の科学的合理性の向上に資する材料劣化の機構解明等の基盤研究やプロアク

ティブ研究、これらの研究開発に不可欠なホット材料試験等に関わる人材育成は、国内の大

学や研究機関との共同研究等を活用して実施する。また今後、新検査制度や安全性向上評価

で注目されている確率論的健全性評価手法の実用化に資するため、材料評価研究グループと

構造健全性評価研究グループとが連携し、材料劣化等に関わる最新知見やデータの取得を進

める。 
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(3) 研究の範囲を現行の軽水炉に留めず、新たな炉も視野に情報収集及び課題整理を進める。 

 

スケジュール案を、表 7 に示す。 

 

【3】特に重点的に取り組む分野 
実機材料等を活用した材料劣化の機構解明や現行の構造健全性評価の保守性確認に資する研究

を重点的に進めていく。 
 

【4】人材育成に係る現状認識 
 原子力発電所の高経年化は国際的な共通課題となっていることから、第一線で活躍している国

内外の研究者や研究機関とも情報を共有しながら連携して取り組むことが重要である。また、

JMTR-HL の廃止に伴い、国内の照射試験やホット試験に関わる人材の確保・育成や技術の継承が

重要な課題となっている。 

 

【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 原子力規制委員会の学協会規格に関する技術評価活動、民間規格の策定・改定に関わる委員

会等への参加、学協会委員会の活動への参画、国内の大学や研究機関との共同研究による外

部との連携を通じて人材育成を図る。 

(2) 照射試験やホット試験に関わる原子力機構内関連部署と連携し、当該試験に関わる人材確保・

育成及び技術継承を図る。 

(3) 基盤研究や外部資金による研究を着実に実施することにより、規制支援に資する人材育成を

図る。また、国内外の大学や研究機関・規制機関、産業界、部門内外やホット施設との連携

強化、学協会委員会活動や共同研究の推進、国内外の学術会議や規格委員会活動、国際プロ

ジェクト等への積極的な参画を通じて、より俯瞰的・総合的に原子力安全に寄与できる人材

を育成する。 

 

【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) 実機材料活用に向けた、ホット試験施設への照射後試験装置の整備、ホット材料試験を行う

ための人材確保・育成及び技術継承を進める。 

(2) 若手研究者による学協会委員会活動及び共同研究を推進する。 

(3) 論文投稿、国内外の学術会議での発表等、積極的な外部発表を励行する。 
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の廃止に伴うホット試験技術の伝承が大きな課題となっている。 

(3) 原子炉圧力容器に対する照射脆化や構造健全性評価については、民間規格の策定や改定が進

められており、今後も技術評価が見込まれる。また、その科学的合理性を高める研究への取

組が原子力規制委員会から求められている 5)。 

 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) 主要機器のうち照射に起因した材料劣化事象を考慮すべき機器を中心に、劣化メカニズム評

価及び構造健全性評価に関わる研究を実施する。具体的には、原子炉圧力容器（照射脆化）、
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統計解析や構造解析を活用した先端的な研究、現行の構造健全性評価の保守性確認のための
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採取される実機材料を活用し、加速試験結果に基づく材料の経年劣化予測評価の実機環境に

おける経年劣化挙動に対する保守性等の検証を要望していること等を踏まえ、実機材の採取

時期も鑑み、ホット試験施設への照射後試験装置の整備、ホット材料試験を行うための技術

系職員の確保・育成及び技術継承を計画的に推進し、実機材料等を活用した試験研究を確実
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(2) 以上の安全研究の内、高経年化技術評価及び運転期間延長の審査に資する安全研究、ホット

材料試験のための装置整備等は、外部資金も活用して実施する。安全上重要な機器に対する

構造健全性評価の科学的合理性の向上に資する材料劣化の機構解明等の基盤研究やプロアク

ティブ研究、これらの研究開発に不可欠なホット材料試験等に関わる人材育成は、国内の大

学や研究機関との共同研究等を活用して実施する。また今後、新検査制度や安全性向上評価

で注目されている確率論的健全性評価手法の実用化に資するため、材料評価研究グループと

構造健全性評価研究グループとが連携し、材料劣化等に関わる最新知見やデータの取得を進
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表 7 材料評価研究のスケジュール案 

 
 

表 7 注： 
GTN: Gurson-Tvergaard-Needleman モデル 

  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

廃炉材を含む実機材等
を活用した研究

原子炉圧力容器
（照射脆化）

ステンレス製機器構造物
（IASCC、熱時効脆化）

周辺環境

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

照射脆化メカニズム・総合的構造健全性評価手法に関する研究

原子炉圧力容器の健全性評価に係る研究

海外炉を活用した照射試験・ミクロ組織分析・ホット試験

大型試験等を活用した現行評価法の保守性に係る研究

照射脆化データ等に対する統計解析・手法の高度化

構造Grとの連携（ローカルアプローチ・GTN等の手法、溶接残留応力や亀裂評価手法等の高度化、確率論的健全性評価手法の実用化）

材料劣化メカニズム・総合的構造健全性評価手法に関する研究

ホット材料試験環境の整備※

実機材等を活用した現行評価法及び

規格改定案の保守性に係る研究※

高浜1号(PWR) 

柏崎刈羽1号 (BWR)

東海第二 (BWR) 高浜2号(PWR) 

浜岡3号 (BWR)川内1号 (PWR) 高浜3号、4号 (PWR) 

電気協会原子炉構造材の監視試験方法(JEAC4201)の改定

電気協会原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性確認方法(JEAC4206)の改定

フェライト鋼の破壊靭性参照温度To決定のための試験方法 (JEAC4216)の改定

供用期間50年
供用期間40年

ステンレス鋼のSCC進展メカニズムに関する試験

SCC進展速度評価手法の高度化

廃止措置はプラント毎に進捗しているため、そのスケジュールを鑑み研究計画を立案、試験を実施

規格改定（予定）

本研究は、下記研究テーマ（※）と関連

実機材等を活用した現行評価法の保守性に係る研究※

環境助長割れメカニズムに関する試験・評価手法の開発

高照射量照射材に対する脆化メカニズム解明

JAEA-Review 2021-019

- 34 -



JAEA-Review 2021-019 

- 35 - 

3.8 構造健全性評価研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
A. 経年劣化事象を考慮した構造健全性評価 

(1) 国内原子力発電所の高経年化が進行し、運転年数が 40 年を超える発電所が 4 基存在してい

るほか、約半数の発電所の運転年数は 30 年を超えている 32)。そのため、高経年化評価技術

及び構造健全性評価手法の高度化を図ることは重要な課題である。また、新検査制度、運転

期間延長に関わる審査や原子炉圧力容器の溶接継手の試験程度等に係る新規制要件35 )等に

資する有効な評価手法や意思決定の判断材料を提供することは、特に重要な課題である。 
(2) 原子炉圧力容器や一次系配管等を対象に、確率論的破壊力学に基づく健全性評価手法の高度

化及び標準化を進めている。新検査制度、安全性向上評価や原子炉圧力容器の溶接継手の試

験程度に関わる新規制要件等の新たな規制活動でも、確率論的破壊力学の活用が注目されて

いる。欧米等の規制活動では既に確率論的破壊力学が取り入れられており、意思決定におけ

る説明性を高めている。国内においても、電気事業者は原子炉圧力容器の供用中非破壊検査

に関する検討において確率論的破壊力学の活用を表明している。 
B. 外部事象に関わる構造健全性評価 

(1) 新規制基準36)では、地震等の外部事象の評価の厳格化が求められ、竜巻飛来物や航空機等の

飛翔体衝突に関わる規制が新設されている。国内の原子力発電施設に関しては、外部事象を

考慮した構造健全性評価手法の高度化は特に重要な意味がある。 
(2) 安全性向上評価に関する運用ガイド37)の施行、新検査制度38)の運用開始に伴い、リスク評価、

リスク情報の活用は実用段階となっており、それに伴う評価技術の高度化及び実用化は喫緊

の課題である。 
(3) 地盤・建屋・機器・配管を一貫とした耐震評価に関わる 3 次元詳細解析手法の整備や標準化

を進めている。その一環として、原子力機構施設である高温工学試験研究炉（HTTR）や規

制庁との協力の下、大規模地震等観測システムを用いて自然地震と人工波を観測し、観測記

録を活用した 3 次元詳細解析手法の確立を目指している。また、現実的応答及び耐力を考慮

した地震フラジリティ評価手法の高度化研究にも取り組んでいる。 
(4) 飛翔体衝突による建屋や建屋内包機器に与える影響に関わる試験データを取得するととも

に、影響評価解析手法の整備等を進めている。既に、飛翔体衝突による建屋外壁への影響評

価に関して、柔飛翔体や斜め衝突等の現実的な衝突条件を含めた衝突試験を実施し、合理的

な局部損傷評価に資する試験データ等を取得している。 
 

【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
A. 経年劣化事象を考慮した構造健全性評価 

(1) 確率論的破壊力学解析手法の高度化を進め、新知見の反映、活用事例の整備、規制活動に資

する技術知見の整備を図る。また、構造健全性評価研究グループにおいて、炉心損傷頻度評

価に資する起因事象やその不確実さ等に関わる検討は熱水力安全研究グループ、劣化予測法

に関わる最新知見の反映は材料評価研究グループ、非破壊検査評価技術の向上は発電設備技

術検査協会、解析コードの検証と妥当性確認（V&V）活動は大学や産業界、NRC、OECD/NEA、

欧州原子力共同体（EURATOM）等と連携して進めていく。 
(2) 材料劣化機構から構造健全性評価まで、安全上重要な原子炉機器・配管を対象とした総合的

な高経年化評価技術の高度化は、材料評価研究グループ等と連携して進める。例えば、亀裂

等が確認された場合の健全性評価手法や中性子照射劣化等の材料劣化を考慮した健全性評
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表 7 材料評価研究のスケジュール案 

 
 

表 7 注： 
GTN: Gurson-Tvergaard-Needleman モデル 

  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

廃炉材を含む実機材等
を活用した研究

原子炉圧力容器
（照射脆化）

ステンレス製機器構造物
（IASCC、熱時効脆化）

周辺環境

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

照射脆化メカニズム・総合的構造健全性評価手法に関する研究

原子炉圧力容器の健全性評価に係る研究

海外炉を活用した照射試験・ミクロ組織分析・ホット試験

大型試験等を活用した現行評価法の保守性に係る研究

照射脆化データ等に対する統計解析・手法の高度化

構造Grとの連携（ローカルアプローチ・GTN等の手法、溶接残留応力や亀裂評価手法等の高度化、確率論的健全性評価手法の実用化）

材料劣化メカニズム・総合的構造健全性評価手法に関する研究

ホット材料試験環境の整備※

実機材等を活用した現行評価法及び

規格改定案の保守性に係る研究※

高浜1号(PWR) 

柏崎刈羽1号 (BWR)

東海第二 (BWR) 高浜2号(PWR) 

浜岡3号 (BWR)川内1号 (PWR) 高浜3号、4号 (PWR) 

電気協会原子炉構造材の監視試験方法(JEAC4201)の改定

電気協会原子炉圧力容器に対する供用期間中の破壊靭性確認方法(JEAC4206)の改定

フェライト鋼の破壊靭性参照温度To決定のための試験方法 (JEAC4216)の改定

供用期間50年
供用期間40年

ステンレス鋼のSCC進展メカニズムに関する試験

SCC進展速度評価手法の高度化

廃止措置はプラント毎に進捗しているため、そのスケジュールを鑑み研究計画を立案、試験を実施

規格改定（予定）

本研究は、下記研究テーマ（※）と関連

実機材等を活用した現行評価法の保守性に係る研究※

環境助長割れメカニズムに関する試験・評価手法の開発

高照射量照射材に対する脆化メカニズム解明
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価手法の向上等はその一環である。また、設計上の想定を超える事象や SA における構造強

度評価手法の整備等は、シビアアクシデント研究グループと連携して進める。その成果を学

協会規格に対する技術評価や規制活動に関わる技術知見として提供していく。 
B. 外部事象に関わる構造健全性評価 

(1) 耐震安全性評価研究については、引き続き、地盤・建屋・機器・配管を一貫とした耐震評価

に関わる 3 次元詳細解析手法の整備を進め、大規模地震等観測システムによる観測記録を

活用した手法の確立を目指す。また、地震を起因とした確率論的リスク評価手法の向上にも

取り組むとともに、これらの評価手法を活用した実用化研究を展開していく。これらの成果

は新規制基準で厳格化が求められている耐震評価、リスク情報を活用した安全性向上評価

等に資する判断材料や技術知見として提供していく。リスク評価に関する研究は、リスク情

報活用推進室やリスク評価・防災研究グループ等と連携して進めていく。国際的には

OECD/NEA、IAEA、NRC 等との連携を強めていく。 
(2) 飛翔体衝突影響評価研究については、引き続き、試験的知見を蓄積するとともに、試験結果

を踏まえた影響評価解析手法の整備に取り組む。その成果を規制に資する判断材料や技術知

見として提供していく。本研究は国内外の機関との幅広い連携を模索していく。 
 

スケジュール案を、表 8 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
経年劣化事象を考慮した構造健全性評価については、確率論的破壊力学解析手法の実用化を重

点的に進めていく。外部事象に関わる構造健全性評価については、3 次元詳細解析モデルを用い

た耐震評価解析手法の高度化及び大規模地震観測システムを活用した観測記録による耐震評価解

析手法の妥当性確認を進めるとともに、飛翔体衝突による原子力建屋や建屋内包機器に与える影

響評価に関わる試験データの取得及び評価解析手法の整備を進めていく。 
 

【4】人材育成に係る現状認識 
 原子力発電所の高経年化は国際的な共通課題である。経年劣化事象を考慮した構造健全性評価

については、第一線で活躍している国内外の研究者や研究機関とも情報を共有しながら連携して

取り組むことが重要である。一方、耐震安全性評価や飛翔体衝突影響評価等の外部事象に関わる

構造健全性評価研究は、現中長期計画期間中に新たに開始した研究分野である。特に個々の研究

者に合った人材育成戦略が重要である。また、優れた専門性の育成と原子力安全に関わる総合的

知見の養成のバランスも欠かせない視点である。 

 

【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 原子力発電所の高経年化評価技術や外部事象を考慮した健全性評価等の技術分野及び個々

の研究者の特徴も考えて、基礎研究やプロアクティブ研究等を通じて、規制支援に資する人

材育成を図る。また、国内や国際会議、学協会活動、国際規格委員会活動等を通じて、原子

力安全に関わる総合的知見を有する人材育成を図る。 
(2) 原子力安全は国境がない。国内外第一線で活躍している研究者や研究機関との研究連携や共

同研究を進め、研究の質の継続的向上を図るとともに、国際的原子力安全に貢献できる人材

育成を図る。 
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【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
基礎研究やプロアクティブ研究を推進し、個々の研究者の特徴も考えた中長期的な人材育成計

画の策定と自律的な成長を促進する環境の整備を図っていく。 
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価手法の向上等はその一環である。また、設計上の想定を超える事象や SA における構造強

度評価手法の整備等は、シビアアクシデント研究グループと連携して進める。その成果を学

協会規格に対する技術評価や規制活動に関わる技術知見として提供していく。 
B. 外部事象に関わる構造健全性評価 

(1) 耐震安全性評価研究については、引き続き、地盤・建屋・機器・配管を一貫とした耐震評価

に関わる 3 次元詳細解析手法の整備を進め、大規模地震等観測システムによる観測記録を

活用した手法の確立を目指す。また、地震を起因とした確率論的リスク評価手法の向上にも

取り組むとともに、これらの評価手法を活用した実用化研究を展開していく。これらの成果

は新規制基準で厳格化が求められている耐震評価、リスク情報を活用した安全性向上評価

等に資する判断材料や技術知見として提供していく。リスク評価に関する研究は、リスク情

報活用推進室やリスク評価・防災研究グループ等と連携して進めていく。国際的には

OECD/NEA、IAEA、NRC 等との連携を強めていく。 
(2) 飛翔体衝突影響評価研究については、引き続き、試験的知見を蓄積するとともに、試験結果

を踏まえた影響評価解析手法の整備に取り組む。その成果を規制に資する判断材料や技術知

見として提供していく。本研究は国内外の機関との幅広い連携を模索していく。 
 

スケジュール案を、表 8 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
経年劣化事象を考慮した構造健全性評価については、確率論的破壊力学解析手法の実用化を重

点的に進めていく。外部事象に関わる構造健全性評価については、3 次元詳細解析モデルを用い

た耐震評価解析手法の高度化及び大規模地震観測システムを活用した観測記録による耐震評価解

析手法の妥当性確認を進めるとともに、飛翔体衝突による原子力建屋や建屋内包機器に与える影

響評価に関わる試験データの取得及び評価解析手法の整備を進めていく。 
 

【4】人材育成に係る現状認識 
 原子力発電所の高経年化は国際的な共通課題である。経年劣化事象を考慮した構造健全性評価

については、第一線で活躍している国内外の研究者や研究機関とも情報を共有しながら連携して

取り組むことが重要である。一方、耐震安全性評価や飛翔体衝突影響評価等の外部事象に関わる

構造健全性評価研究は、現中長期計画期間中に新たに開始した研究分野である。特に個々の研究

者に合った人材育成戦略が重要である。また、優れた専門性の育成と原子力安全に関わる総合的

知見の養成のバランスも欠かせない視点である。 

 

【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 原子力発電所の高経年化評価技術や外部事象を考慮した健全性評価等の技術分野及び個々

の研究者の特徴も考えて、基礎研究やプロアクティブ研究等を通じて、規制支援に資する人

材育成を図る。また、国内や国際会議、学協会活動、国際規格委員会活動等を通じて、原子

力安全に関わる総合的知見を有する人材育成を図る。 
(2) 原子力安全は国境がない。国内外第一線で活躍している研究者や研究機関との研究連携や共

同研究を進め、研究の質の継続的向上を図るとともに、国際的原子力安全に貢献できる人材

育成を図る。 
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表 8 構造健全性評価研究のスケジュール案 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

経年劣化事象を考慮し
た構造健全性評価

外部事象に関わる構造
健全性評価

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

材料Grとの連携、微細組織分析・破壊機構解明を踏まえ、ローカルアプローチ・GTN等の手法、溶接残留応力や亀裂評価手法等の高度化

高温時評価手法・大規模塑性変形を伴う評価手法

対象経年事象や対象部位の拡充

確率論的破壊力学解析手法の高度化

設計上の想定を超える事象や重大事故時の構造強度評価手法の整備

総合的高経年化評価技術の高度化

高度化研究・実用化研究

実用化研究：原子炉圧力容器の試験程度に係る新規制要件、新検査制度、安全性向上評価、確率論的健全性評価、リスク情報活用

規格基準への貢献

手法の高度化：新知見の反映、リスク情報活用や新しいニーズへの対応

３次元詳細解析手法の整備・標準化：新知見の反映、標準的解析要領の確立

建屋内包機器への影響評価手法の整備：試験結果を活用した影響評価手法の妥当性確認、評価手法の高度化、標準化

建屋内包機器への影響評価：試験データの取得、衝撃波伝播特性の把握等

建屋外壁局部損傷評価手法の整備：試験結果を活用した影響評価手法の妥当性確認、評価手法の高度化、標準化

建屋外壁の局部損傷評価：試験データの取得、局部損傷性状の把握

観測記録を活用した地震応答解析手法の高度化：機構施設を活用した地震応答データ取得、3次元詳細評価手法の妥当性確認

耐震安全性評価

飛翔体衝突影響評価

地盤・建屋・機器・配管を連携した地震時健全性評価手法の構築

地震フラジリティ評価手法の高度化：現実的応答及び耐力に基づくフラジリティ評価手法の確立、認識論的不確実さの定量化等

地震PRA手法の課題抽出

飛翔体衝突に係る総合的影響評価手法の整備、実用的検討

地震PRA手法の高度化・実用化：課題解決に向けた取り組み、リスク情報の活用検討
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3.9 サイクル安全研究 
 
【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
六ヶ所再処理施設及びMOX燃料加工施設に対する新規制基準への適合性審査は終了し、今後、

定期的な安全性向上評価が実施されることになる39 )。安全性向上評価では、施設のリスク情報を

有効に活用した安全性の継続的な改善に資するべく、PRA の充実及び高度化の観点からデータの

拡充を図るとともに、PRA の成熟状況に応じて利用可能なところから積極的に活用することが要

求されている。将来的なリスク情報活用に資するため、リスク評価手法の整備を行うとともに、

SA 等についてより詳細な解析及び試験を実施し、リスク評価を行う上での不確実さを低減させて

いくことが重要である。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) このような認識のもと、過去の安全審査や安全性レビュー結果等を踏まえ、設計上定める条

件より厳しい条件の下において発生する SA を選定し、放射性物質放出・移行・閉じ込めに対

して大きな影響を与えるうる要因を抽出・整理する。 
(2) これら要因を分析するために様々な条件との相関を把握するための実験研究を実施してデー

タを取得する。これらを用いて放射性物質放出挙動、経路内移行挙動、HEPA フィルタ健全性

等のモデル化を行うとともに、熱流動・物質移流解析コード CELVA に集約し、総合的な事故

事象進展評価手法として整備する。 
(3) 加工施設及び再処理施設に係るリスク評価については、現在、熟成されていない。これらの

モデル化及び評価手法を用いて事故事象進展や安全対策の有効性の評価を行い、様々な条件

下での事故影響評価の定量性及び精度を向上させリスクの定量化及びリスク評価手法の整備

を進める。 
(4) サイクル施設の安全性向上評価には、評価時点での最新の知見を適用することが重要である。

施設の安全性に対する脆弱性の把握と新たな安全対策の提案にも寄与できるものと考える。 
(5) 他の原子力施設と比較して、危険源が広く工程内に分散し想定される事故が多様であること、

事象進展が比較的緩やかであること、工程内での核物質・放射性物質と従事者の距離が比較

的近く施設によっては両者間の障壁も弱いことなどがサイクル施設の特徴であると考えられ

る。この特徴を踏まえた事故時の従事者に対する影響評価にも適用しうるものと考える。 
(6) これらを踏まえ、以下の研究を進める。 

 SA 時の事故対策が十分機能しなかった場合も含めた事故事象進展を定量的に評価しう

る手法の整備 
 基礎的な化学反応や燃焼機構の解明 

(7) 原子力機構内関連部署や外部組織との連携： 
 ルテニウム（Ru）の挙動に着目した解析的研究を実施しているシビアアクシデント研究

グループや PWR 条件下での放射性物質移行研究を実施している原子力基礎工学研究セ

ンター性能高度化技術開発グループとの連携やフランス放射線防護原子力安全研究所

（IRSN）との研究協力を推進する。また、事業者との情報交換を通した課題・問題点等

のニーズの把握を進める。 
 

スケジュール案を、表 9 に示す。 
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表 8 構造健全性評価研究のスケジュール案 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

経年劣化事象を考慮し
た構造健全性評価

外部事象に関わる構造
健全性評価

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

材料Grとの連携、微細組織分析・破壊機構解明を踏まえ、ローカルアプローチ・GTN等の手法、溶接残留応力や亀裂評価手法等の高度化

高温時評価手法・大規模塑性変形を伴う評価手法

対象経年事象や対象部位の拡充

確率論的破壊力学解析手法の高度化

設計上の想定を超える事象や重大事故時の構造強度評価手法の整備

総合的高経年化評価技術の高度化

高度化研究・実用化研究

実用化研究：原子炉圧力容器の試験程度に係る新規制要件、新検査制度、安全性向上評価、確率論的健全性評価、リスク情報活用

規格基準への貢献

手法の高度化：新知見の反映、リスク情報活用や新しいニーズへの対応

３次元詳細解析手法の整備・標準化：新知見の反映、標準的解析要領の確立

建屋内包機器への影響評価手法の整備：試験結果を活用した影響評価手法の妥当性確認、評価手法の高度化、標準化

建屋内包機器への影響評価：試験データの取得、衝撃波伝播特性の把握等

建屋外壁局部損傷評価手法の整備：試験結果を活用した影響評価手法の妥当性確認、評価手法の高度化、標準化

建屋外壁の局部損傷評価：試験データの取得、局部損傷性状の把握

観測記録を活用した地震応答解析手法の高度化：機構施設を活用した地震応答データ取得、3次元詳細評価手法の妥当性確認

耐震安全性評価

飛翔体衝突影響評価

地盤・建屋・機器・配管を連携した地震時健全性評価手法の構築

地震フラジリティ評価手法の高度化：現実的応答及び耐力に基づくフラジリティ評価手法の確立、認識論的不確実さの定量化等

地震PRA手法の課題抽出

飛翔体衝突に係る総合的影響評価手法の整備、実用的検討

地震PRA手法の高度化・実用化：課題解決に向けた取り組み、リスク情報の活用検討

JAEA-Review 2021-019

- 39 -



JAEA-Review 2021-019 

- 40 - 

【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 再処理施設高レベル濃縮廃液蒸発乾固事故研究： 

 高濃度硝酸条件下における揮発性 Ru 化合物放出、Ru 化合物の凝縮液への吸収に関与す

る反応の速度論的評価、材料表面での分解速度評価 
 蒸発乾固事象進展評価モデルの構築、等 

(2) 火災事故研究： 
 グローブボックスパネル材熱分解反応モデルと火災解析コードのカップリングによるグ

ローブボックス火災全体をシミュレートする手法の整備、グローブボックスパネル材燃

焼試験結果を用いた評価手法の検証 
 有機溶媒火災時の HEPA フィルタ目詰まりメカニズムの解明 
 原子力施設全般について、施設の特徴を踏まえつつ火災事故及びその事故によって二次

的に引き起こされる可能性がある事故のリストアップと事象進展評価手法を整備 
(3) 事故事象進展評価手法の整備： 

 放射性物質放出挙動（放出割合、共存ガス放出、熱流動ソースターム）、経路内移行挙動

（放射性物質化合物熱分解、沈降・沈着、エアロゾル化等）、HEPA フィルタ健全性等のモ

デル化と熱流動・物質移流解析コード CELVA 等への集約による総合的な事故事象進展評

価手法の整備 
(4) 臨界事故研究： 

 動特性解析と放射性物質放出・移行解析のカップリング 
 他の SA との連鎖の条件を明らかにするための解析的検討 
 未臨界度評価手法整備 
 

【4】人材育成に係る現状認識 
(1) サイクル施設は研究対象とする施設数が限定されており、研究ニーズを的確に把握し今後の

研究を具体化するスキルを有する研究員を育成することが課題である。 
(2) サイクル施設に対するリスク評価手法の整備を進めるための人材を育成することが課題であ

る。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 新規制基準への適合性審査会合の内容をフォローすることで、施設・機器や安全対策の具体

的把握を励行していく。これらの情報や事業者との情報交換等を通して把握した情報等を研

究員自らの問題意識・観点に基づき再整理し、研究の種となるニーズの把握に取り組ませる。 
(2) 国際機関活動への積極的な参加や IRSN との定期的な情報交換会議での発表、共同研究計画

立案・実施を通して、国際的な観点からの研究スキルの醸成を促す。 
(3) 外部資金事業の提案・折衝、予算・スケジュール管理、研究成果取りまとめや説明等の実務

を経験させることにより、課題設定、説明能力、試験計画立案・遂行能力向上を図る。 
(4) 実験データの取得のみならず、モデル化の実施と様々な事故条件に対して事象進展を精度よ

く解析しうる評価コードの整備を意識させ研究に取り組ませる。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) 論文作成、国内学会や国際会議での発表等、積極的な外部発表の励行。 
(2) 実験データの取得・整理とこれらを踏まえた現象のモデル化及び事象進展を総合的に解析し

得る解析コードの整備。 
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(3) サイクル施設の特徴（危険源が広く工程内に分散し想定される事故が多様であること、事象

進展が比較的緩やかであること、危険源と従事者の距離が比較的近いこと等）を踏まえたリ

スク評価手法整備。 
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表 9 サイクル安全研究のスケジュール案 
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3.10 廃棄物・環境安全研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 中深度処分に関する事業許可基準規則等の骨子案がほぼ固まり、今後、中深度処分の各種ガイ

ド（設計プロセス、被ばく線量評価、廃棄物埋設地の地下の配置など）の策定と、審査の妥当

性判断のための知見が要求される40 ), 41 )。そのため、現状の研究課題として、ベントナイト系

及びセメント系人工バリア材については、長期の間の材料変質に伴う閉じ込め性能変化に係

る科学的知見の整備、及びその影響を考慮した性能評価手法の整備を進めている。また、中深

度処分において重要な配置要件の検討や天然バリアの性能・安全評価の観点から、海水準変動

を伴う隆起・侵食・堆積を考慮した地形変化、その影響を考慮した地下水流動・核種移行の評

価手法の整備を実施し、それらの手法を適用した解析事例から審査に向けた知見整備を進め

ている。 
(2) また、高レベル放射性廃棄物（HLW）地層処分では、資源エネルギー庁による科学的特性マッ

プ42)、原子力発電環境整備機構（NUMO）の適切なサイト選定に向けたセーフティケース構築

の報告書43)が公表され、概要調査地区選定プロセスの開始が考えられる。その時期において、

処分場立地に向けた要求事項の策定等が予想され、規制として、段階的なサイト選定における

調査情報の詳細度に基づいた、設計プロセスに係る知見整備、性能評価・安全評価の手法の高

度化が今後目標となる。 
(3) 廃止措置の終了確認（サイト解放）のための具体的な判断基準や当該判断基準に係る確認方法

については整備されておらず、終了時のサイト解放に係る妥当性確認の方法や手順の整備を

具体化する必要がある44)。そのため、サイト解放時の残留放射能濃度分布の評価手法の整備、

サイト解放後の被ばく線量評価手法の高度化、1F 等のフォールアウトの影響を考慮したバッ

クグラウンド設定方法（1F 等の汚染起源の識別）の整備を実施している。また、施設解体に

関しては、将来の原子力機構施設解体への応用・実用を目指し、濃度区分に応じた解体廃棄物

の発生量と線量の最適化のための評価手法の開発を実施している。また、原子力施設の廃止措

置段階の作業進展に伴い減少するインベントリと解体作業中に想定される事故等の事象発生

の頻度、事象進展の確率などから評価されるリスクに基づいた管理の変更が想定される。 
(4) 1F の廃炉作業について、今後、燃料デブリの取り出しが進められる。さらに 1F 敷地内で発生

する固体廃棄物については、2021 年度を目処に処理・処分方策とその安全性に関する技術的

な見通しが示される計画である45)。こうした最新の処理・処分の方策と技術的知見の現状を把

握しつつ、将来の 1F の固体廃棄物の処理・処分方法の妥当性確認に資するための研究を進め

る必要がある。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
A. 廃棄物埋設の研究の範囲、方向性 

(1) 今後の中深度処分に関する研究として、廃棄物埋設地の実際の審査を見据え、審査の妥当

性判断に必要な科学的・技術的知見の蓄積のため、現実的な環境条件の不均質性や不確か

さ、設計・施工技術の現状を踏まえた人工バリア及び天然バリアに係る性能評価手法、及

び安全評価手法の高度化及び審査に向けた知見整備を進める。 
(2) 上記のような HLW 地層処分の動向を鑑み、中深度処分の研究成果を踏まえ、段階的なサ

イト選定における調査情報の詳細度の違いを踏まえた、HLW 地層処分における設計プロ

セスの妥当性判断のための人工バリア及び天然バリアに係る性能評価及び安全評価の手

法の高度化に関する研究を進める。 
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(3) 1F の固体廃棄物については、将来の 1F の固体廃棄物の処理・処分方法の妥当性確認に資

するための基盤研究（廃棄体からのソースターム評価や特有な共存物質の人工バリア材へ

の影響評価等に関する研究）を開始する。 
 
B. 廃止措置の研究の範囲・方向性 

(1) 原子炉施設の廃止措置段階の作業進展及び終了確認後における様々な状態の残存汚染に

起因したリスク評価に関する評価手法の開発を進める。表層や地下に残存する汚染に起

因したリスク評価のために、表層汚染・地下汚染に対する残留放射能濃度の評価方法の整

備、地表流・土砂移動による核種移行モデルの構築、及び被ばく線量評価手法の高度化を

進める。原子力施設の廃止措置段階の作業進展に伴い変動するリスク評価の妥当性判断

のため、各解体作業の工程や条件に応じた、事象発生の頻度、老朽化に伴う事象進展確率、

影響度の評価に必要なデータ・知見の整備のための研究を新たに開始する。 
(2) 廃止措置段階の作業進展から終了確認までの廃止措置全体プロセスに対し、上記のリス

ク評価を考慮しつつ、様々な施設解体の作業工程の最適化手法の高度化及びその適用性

検討を進める。さらに、廃棄物インベントリ評価等の放射性核種分析の妥当性確認の知見

整備のため、放射性核種分析に必要な前処理等様々な最新要素技術に関し、最新の方法に

よる核種分析の信頼性確保に関する研究を行い、最新要素技術における技術的知見の整

備を進める。 
(3) 表層や地下に残存する汚染に起因したリスク評価のために整備した手法を 1F オンサイト

のサイト解放評価へ適用することも検討する。また、1F の廃炉作業について、今後進め

られる燃料デブリの取り出し作業中に想定される事故等を対象とした安全評価に関する

研究を進める。 
 

スケジュール案を、表 10 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
 以上の戦略から、まずは中深度処分において規制の観点から、重要となる以下の研究テーマに

対し、研究活動の展開を図る。 
 人工バリア構成材の設計プロセスの妥当性判断のための性能評価手法の高度化 
 モニタリング孔、坑道の閉鎖確認に関する研究（中深度処分/HLW 共通課題） 
 隆起・侵食、海水準変動による地形変化、地下水流動変化の評価手法の高度化 
 中深度処分に対する安全評価手法の高度化（サイト条件を踏まえた岩石等への収着分配

係数の空間的不確かさの評価、亀裂を有する堆積岩中の地下水流動・核種移行のモデル

化、地表の環境媒体（河川、湖沼、灌漑土壌等）における核種移行のモデル改良） 
 
 さらに、HLW 地層処分に関する以下の研究テーマに対し、重点的な取組を行う。 

 HLW 人工バリア材の設計プロセスの妥当性判断のための性能評価手法の高度化 
 結晶質岩系を対象とした地下流動場への評価手法の拡張 
 自然事象の外的要因を対象とした影響評価手法 
 段階的なサイト選定に応じた処分場レイアウト評価、性能・安全評価手法の高度化 

 
 また、今後の廃止措置の研究テーマとして以下の重点的な取組を検討する。 

 表層汚染・地下汚染に対応した残留放射能分布評価手法の開発、核種移行モデルの構築、
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被ばく線量評価手法の高度化 
 解体進捗に応じて変動するリスク評価に関する研究 
 廃止措置プロセスの最適化手法の適用性検討 
 長寿命放射性核種分析の信頼性確保に係る研究 

 
【4】人材育成に係る現状認識 
各自が担当している研究テーマにおいて、研究成果の規制への活用を念頭に成果の取りまとめ

を進めている。また、原子力安全研究協会が規制庁から受託している IAEA 作成中の処分・廃止

措置に係るドラフトレポートに対する専門家会合や各外部委員会へ参加している。廃止措置研究

の新たな若手研究員の獲得は急務である。処分では、機構内外からの地質や自然事象に関する専

門家の拡充は、現在の若手研究員の育成に必要であり、また、こうした専門分野に関する研究グ

ループ内のポテンシャルの底上げのため、新たな若手研究員の獲得が必要である。 
 
【5】人材育成に係る今後の戦略 
廃止措置及び地質・自然事象等を専門とする新たな若手研究員の確保に取り組む。外部資金に

よる研究では、特に規制への活用を念頭においた成果の取りまとめに従事させるとともに、国内

外の会議発表と論文投稿による積極的な成果公表を行う。さらに、研究成果の活用を念頭におい

た IAEA 等の専門家会合への参加、IRSN との情報交換、若手研究者の海外留学を進める。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 

(1) 研究成果の社会実装を念頭に置き、処分・廃止措置に係る日本原子力学会の標準化委員会等

への外部委員として参加を進める。さらに NUMO のセーフティケース構築の報告書等の最

新レポートや、低レベル放射性廃棄物（LLW）埋設等の審査会合の資料を対象に、規制の観

点から不足している情報や重要な研究課題の分析、議論を進め、TSO の一員としての素養を

養い、新たな研究課題の立案、研究展開に繋げる。 
(2) 専門性の深化を目指した研究の取組だけでなく、多様な専門性・創造的能力向上のために、

外部や原子力機構内の組織との連携を強化した共同研究の推進や、新たな科研費等の獲得を

目指す。 
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(3) 1F の固体廃棄物については、将来の 1F の固体廃棄物の処理・処分方法の妥当性確認に資

するための基盤研究（廃棄体からのソースターム評価や特有な共存物質の人工バリア材へ

の影響評価等に関する研究）を開始する。 
 
B. 廃止措置の研究の範囲・方向性 

(1) 原子炉施設の廃止措置段階の作業進展及び終了確認後における様々な状態の残存汚染に

起因したリスク評価に関する評価手法の開発を進める。表層や地下に残存する汚染に起

因したリスク評価のために、表層汚染・地下汚染に対する残留放射能濃度の評価方法の整

備、地表流・土砂移動による核種移行モデルの構築、及び被ばく線量評価手法の高度化を

進める。原子力施設の廃止措置段階の作業進展に伴い変動するリスク評価の妥当性判断

のため、各解体作業の工程や条件に応じた、事象発生の頻度、老朽化に伴う事象進展確率、

影響度の評価に必要なデータ・知見の整備のための研究を新たに開始する。 
(2) 廃止措置段階の作業進展から終了確認までの廃止措置全体プロセスに対し、上記のリス

ク評価を考慮しつつ、様々な施設解体の作業工程の最適化手法の高度化及びその適用性

検討を進める。さらに、廃棄物インベントリ評価等の放射性核種分析の妥当性確認の知見

整備のため、放射性核種分析に必要な前処理等様々な最新要素技術に関し、最新の方法に

よる核種分析の信頼性確保に関する研究を行い、最新要素技術における技術的知見の整

備を進める。 
(3) 表層や地下に残存する汚染に起因したリスク評価のために整備した手法を 1F オンサイト

のサイト解放評価へ適用することも検討する。また、1F の廃炉作業について、今後進め

られる燃料デブリの取り出し作業中に想定される事故等を対象とした安全評価に関する

研究を進める。 
 

スケジュール案を、表 10 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
 以上の戦略から、まずは中深度処分において規制の観点から、重要となる以下の研究テーマに

対し、研究活動の展開を図る。 
 人工バリア構成材の設計プロセスの妥当性判断のための性能評価手法の高度化 
 モニタリング孔、坑道の閉鎖確認に関する研究（中深度処分/HLW 共通課題） 
 隆起・侵食、海水準変動による地形変化、地下水流動変化の評価手法の高度化 
 中深度処分に対する安全評価手法の高度化（サイト条件を踏まえた岩石等への収着分配

係数の空間的不確かさの評価、亀裂を有する堆積岩中の地下水流動・核種移行のモデル

化、地表の環境媒体（河川、湖沼、灌漑土壌等）における核種移行のモデル改良） 
 
 さらに、HLW 地層処分に関する以下の研究テーマに対し、重点的な取組を行う。 

 HLW 人工バリア材の設計プロセスの妥当性判断のための性能評価手法の高度化 
 結晶質岩系を対象とした地下流動場への評価手法の拡張 
 自然事象の外的要因を対象とした影響評価手法 
 段階的なサイト選定に応じた処分場レイアウト評価、性能・安全評価手法の高度化 

 
 また、今後の廃止措置の研究テーマとして以下の重点的な取組を検討する。 

 表層汚染・地下汚染に対応した残留放射能分布評価手法の開発、核種移行モデルの構築、
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表 10 廃棄物・環境安全研究のスケジュール案 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

廃棄物埋設処分に関す
る研究

＊中深度/HLW共通課題

廃止措置に関する研究
（廃止措置段階から終
了確認まで）

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

人工バリア構成材の設計プロセスの妥当性

判断のための性能評価手法の高度化

坑道等の閉鎖確認に関する研究＊

地形変化及び地下水流動変化の評価手法の高度化＊

中深度処分等に対する安全評価手法の高度化（収着特性評価手法、生活環境中の核種移行・

線量評価手法R3～）＊

（HLW地層処分条件への展開）

（HLW地層処分の人工バリア材

への展開）

自然事象の外的要因を対象とした影響評価手法

表層汚染・地下汚染に対応した残留放射能分布評価手法の開発、

核種移行モデルの構築、被ばく線量評価手法の高度化

解体進捗に応じて変動するリスク評価に関する研究

廃止措置プロセスの最適化手法の適用性検討

長寿命放射性核種分析の信頼性確保に係る研究

（1Fオンサイトへの展開）

（様々な施設への展開）

（様々な施設への展開）

（最新分析手法への展開）

段階的なサイト選定に応じた安全評価手法等の高度化

1Fの固体廃棄物の処理・処分方法の妥当性確認に資する基盤研究

1Fの廃炉作業における事故時安全評価に関する研究
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3.11 臨界安全研究 
 

【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) 臨界安全研究のうち解析技術に係る分野では、国際臨界安全実験データプロジェクト

（ICSBEP）46)を見れば、中性子増倍率計算の技術は、詳細な幾何形状を有する計算体系に対

して中性子の輸送過程を非常に詳細に取り扱える連続エネルギモンテカルロコードの実用化

により、その完成度は既に極めて高い事が理解される。そのため中性子増倍率の計算精度に

比べ、臨界安全管理実務におけるプロセス条件の設定によって生じる評価結果の不確かさの

方が大きい。通常用いられる未臨界判定値（0.95 や 0.98 等）はかなり大きな安全裕度を持っ

ていると考えられるため、この分野での新たな取組の余地は小さい。 
(2) 計算コードの完成度がこのように向上した結果、その入力となるデータの信頼性や精度が臨

界安全評価結果に対して一層重要かつ直接的な影響を持っている。すなわち、中性子と原子

核の相互作用の確率をデータベース化した評価済核データや、実際の評価対象での核燃料物

質の存在状況や原子個数密度といった状態のモデル化の改良・改善が臨界安全評価計算の信

頼性や精度を決める最も重要な因子であり、それらを不断に改良し最新の知見やデータを遅

滞なく使用できるようにすることが臨界安全評価の信頼性向上の鍵である。それらの開発や

改良に関する技術開発は継続して行われなければならない。 
(3) 前者の評価済核データについては、我が国では国産の核データである JENDL の改良が進めら

れ、現在では JENDL-447)が最新のデータとして使用されて、2021 年度には最新バージョンと

して JENDL-5 がリリースされる予定である。欧米でも継続的に核データの開発が進められて

いる。米国は 2018 年に最新ライブラリ ENDF/B-VIII.048)をリリースし、欧州では 2017 年に

JEFF-3.349)をリリースした後も継続して JEFF-4 の開発を進めている。これら最新の核データ

を遅滞なく使用できるだけなくその改良に対しても自ら積極的に協力していくことが、臨界

安全評価技術の向上にとって重要になる。また、核データの測定や評価がほとんど行われて

いないまったく新しい組成の核燃料物質を取り扱うようになれば、その都度核データの見直

しや核データの不確かさに由来する増倍率計算結果の不確かさを臨界実験等により検証する

ことが必要となる。これは学術的な新たな発案を目指す取組ではないが、工学的なデータ収

集として重要である。 
(4) 一方で、核燃料物質のモデル化の分野では、1990 年代から 2010 年前後までは、NEA 原子力

科学委員会臨界安全性ワーキングパーティー50 )の活動に色濃く反映されていたように、燃焼

した燃料の輸送や貯蔵での臨界安全評価において燃料の燃焼の効果を取り入れる燃焼度クレ

ジットが大きな課題として取り上げられ、我が国を含めた各国で様々な研究開発が活発に行

われていた。この燃焼度クレジットについては、1F 事故後の原子力発電を取り巻く状況から

それに対する技術開発のニーズは表面上小さくなっているものの、使用済燃料の貯蔵状況の

変化や現在よりも高濃縮度のウランを使用する新型の燃料の利用が計画されれば、再びその

重要性が高まる可能性が有る。一方我が国特有の喫緊の課題として特に乱雑な組成分布を持

つ 1F 事故の結果生じた燃料デブリの臨界安全評価のためのモデル化が当面の大きな課題で

ある。部門では現在以下の項目に取り組んでいる。 
・乱雑組成分布の表現方法 
・乱雑組成分布の下での中性子輸送計算の効率化 
・乱雑組成分布に由来する増倍率計算結果の揺らぎ（不確かさ）の評価 
・これらの計算・評価結果の実験的検証の方法論 

(5) 臨界安全研究のうち事故評価に係る分野では、核的制限値を逸脱するが臨界事故に至らない
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表 10 廃棄物・環境安全研究のスケジュール案 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

廃棄物埋設処分に関す
る研究

＊中深度/HLW共通課題

廃止措置に関する研究
（廃止措置段階から終
了確認まで）

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

人工バリア構成材の設計プロセスの妥当性

判断のための性能評価手法の高度化

坑道等の閉鎖確認に関する研究＊

地形変化及び地下水流動変化の評価手法の高度化＊

中深度処分等に対する安全評価手法の高度化（収着特性評価手法、生活環境中の核種移行・

線量評価手法R3～）＊

（HLW地層処分条件への展開）

（HLW地層処分の人工バリア材

への展開）

自然事象の外的要因を対象とした影響評価手法

表層汚染・地下汚染に対応した残留放射能分布評価手法の開発、

核種移行モデルの構築、被ばく線量評価手法の高度化

解体進捗に応じて変動するリスク評価に関する研究

廃止措置プロセスの最適化手法の適用性検討

長寿命放射性核種分析の信頼性確保に係る研究

（1Fオンサイトへの展開）

（様々な施設への展開）

（様々な施設への展開）

（最新分析手法への展開）

段階的なサイト選定に応じた安全評価手法等の高度化

1Fの固体廃棄物の処理・処分方法の妥当性確認に資する基盤研究

1Fの廃炉作業における事故時安全評価に関する研究
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事象について、評価の方法論を改めて整理する必要がある。古くから静的な管理手法として

逸脱が起きないとされてきた形状管理について、地震等の外的事象に耐える（逸脱しない）

ことの要求範囲、及び、耐えられない（逸脱する）が臨界事故に至らなければ現設計を許容

する範囲を明確にする必要がある。成果の反映として、臨界安全ハンドブックの改訂、規制

基準の整理等が考えられる。 
(6) 臨界事故に至る場合については、再処理施設では SA として臨界事故を想定することが求め

られているが環境影響は限定的（多くの施設で 5 mSv に至らないとされており、よって、臨

界安全機能が安全上重要な要件であるとされていないことが多い）であっても、従業者にと

っては致命的である。現在ではリスクの考え方で評価が実践されつつある。特定原子力施設

においても、仮に臨界事象に至ったとして遮蔽性能が十分であることを示す必要もあろう。

継続的にこれらの評価・審査の方法論を改良・整理することが必要である。 
(7) 臨界安全研究のうち測定技術に係る分野では、未臨界状態において意図しない臨界への近接

を測定する試みは、古くから研究・議論されてきたが、臨界安全管理（規制要件を含む）に

おいて実用されたことはない。これは、増倍率を直接測定することが困難であり、一方で、

未臨界判定値（0.95 や 0.98 等）に相当するプロセス量（形状、体積、質量、濃度等）を制限

値とすることで、十分実用になったからである。しかしながら、プロセス量の管理に不確か

さが伴う場合、特に、特定原子力施設の場合に、測定技術を併用することは有用になり得る。

事業者の提案に対して規制要件として測定を求める場合、その性能基準を明らかにする必要

がある。 
(8) 臨界安全研究に関連する原子炉（炉心核特性）評価の分野では、よく管理された炉心で発生

する特定の事象における増倍率の計算、出力変化の動特性計算が求められる。最近の計算機

性能に照らしてモデル化に大きな課題はないが、利用者のニーズに応じた精度およびコード

の機能（使いやすさ、ユーザビリティ）の向上は常に求められる。また、炉心解析のみなら

ずその後段に控える使用済燃料管理も視野に入れ、崩壊熱や内蔵放射能の評価、貯蔵時の臨

界評価へ接続をする改良も行われるなど、実機の炉心条件（実際の燃料集合体の燃焼履歴や

配置）を考慮しつつ、より実際的な包括的な使用済燃料管理という視点に立った計算・評価

が目指されている。安全規制との関係においては、事業者がそういった新しい評価手法やコ

ードを開発して申請に適用する場合は、それらの妥当性確認を行う事が求められる。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
安全研究センターにおいて臨界安全研究グループを炉物理とシミュレーション技術をスキルセ

ットとする研究グループに発展させると共に、他グループ、センター、部門とも協力しつつ原子

炉（炉心核特性）の評価システムに関わる研究も行う。例えば、核特性評価計算の高精度化と高

速化を利用した過渡変化をも視野に入れた原子炉解析システムコード（核熱カップリングコード）

の高度化と安全評価への適用や新型燃料の炉物理と安全性が考えられるが、安全研究センターと

して実施することが望まれる臨界安全研究へのフィードバックも考えれば以下の 3 つの戦略が重

要となる。 
 
(1) 評価済核データや実際の評価対象での核燃料物質の存在状況や原子個数密度といった状態の

モデル化の改良・改善による最新の知見やデータを遅滞なく使用できるようにすること。 
(2) 原子力施設の臨界安全に対して、リスク評価に基づく臨界安全管理の考え方の導入を進めて、

外的事象・内的事象がどのような影響を及ぼすか、影響をどこまで防ぐか（核的制限値を維

持すべき要件）、核的制限値を逸脱するが臨界事故に至らない範囲の評価・審査の考え方を整
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理すること。 
(3) 技術力の向上によって世界的な研究コミュニティにおいてレベルの高い臨界安全性研究の一

つの拠点と認識されるようにするために、その観点で国際協力を積極的に利用すること。 
 

スケジュール案を、表 11 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
国立研究開発機関における臨界安全性に関する専門組織として、核データや計算コードを含む

中性子増倍計算に関する最新技術と知見の保持や涵養に努め、臨界安全に関しては以下の項目を

重点的に実施する。 
 
(1) 喫緊の課題である特定原子力施設の燃料デブリ臨界安全管理については、現在行っている取

組を継続して STACY を使用した実験で得られるデータを含めたデブリの基礎的な臨界パラ

メータを評価するとともに、リスク評価に基づく臨界安全管理の考え方により従業者防護の

観点から臨界安全の要件を整理する。 
(2) 最新の知見やデータを臨界安全評価に取り入れる観点では、最新の評価済核データの妥当性

評価に関与し核データ評価側へのフィードバックを行い、臨界計算のさらなる精度と信頼性

の向上に貢献する。 
(3) 臨界安全評価対象の状態やモデル化の観点では、使用済燃料の貯蔵状況の変化や現在よりも

高濃縮度のウランを使用する新型の燃料の利用が計画されれば再び燃焼度クレジットの重要

性が高まるため、その技術開発に取り組む。 
(4) そのため IRSN との既存研究協力を、解析・計算理論、解析コード・核データ整備、解析手法

の臨界実験による妥当性検証など、広範囲に強化する。新型炉に関しては米国（例えば NRC）
と新たに協力することが有益と考えられる。マルチの国際協力では OECD/NEA の臨界安全性

ワーキングパーティーを積極的に利用し、参加によって各国情報を得るだけでなく我が国の

有する課題に各国の専門家と共に取り組むための提案を行う。 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
(1) 必要とされるスキルセットとして、炉物理に通じていることがあげられるが、臨界安全評価

においては、炉物理計算結果をベースに安全論理を構築できることまでが求められる。後者

は原子力安全研究者に一般的に期待できるものだが、前者は大学院教育の段階から養成する

ことが必要である。従来はこの考えに従い炉物理を専攻した大学院卒業生の獲得に努めるこ

とが大切であるとされ、実際そのように努めてきた。臨界安全というテーマ自体は炉物理の

主要な応用分野であるので炉物理を専攻した学生が一定程度確保出来ていれば将来の人材供

給に影響は無い。ただし 1F 事故後、我が国においては臨界集合体の運転が長期間にわたって

停止していることと高速かつ高精度となった計算機シミュレーション技術を活用した研究が

一般的となったことを反映して、炉物理実験を主体的に行える人材が大幅に減少しているこ

とには注意すべきである。 
(2) 現在、実務面では原子力の開発や利用の停滞に伴い臨界安全性評価の対象となる新たな施設

の設置が減少している。また研究の観点から言えば、1990 年代に課題であった燃焼度クレジ

ットの導入が欧米各国で進んできたこと、そして連続エネルギモンテカルロコードの実用化

が進んで様々な対象に対する臨界計算実施上の困難さが解消されたことから、この分野では

全く新規な研究テーマが減少している状態と言える。そのため、純然たる臨界安全を研究テ
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事象について、評価の方法論を改めて整理する必要がある。古くから静的な管理手法として

逸脱が起きないとされてきた形状管理について、地震等の外的事象に耐える（逸脱しない）

ことの要求範囲、及び、耐えられない（逸脱する）が臨界事故に至らなければ現設計を許容

する範囲を明確にする必要がある。成果の反映として、臨界安全ハンドブックの改訂、規制

基準の整理等が考えられる。 
(6) 臨界事故に至る場合については、再処理施設では SA として臨界事故を想定することが求め

られているが環境影響は限定的（多くの施設で 5 mSv に至らないとされており、よって、臨

界安全機能が安全上重要な要件であるとされていないことが多い）であっても、従業者にと

っては致命的である。現在ではリスクの考え方で評価が実践されつつある。特定原子力施設

においても、仮に臨界事象に至ったとして遮蔽性能が十分であることを示す必要もあろう。

継続的にこれらの評価・審査の方法論を改良・整理することが必要である。 
(7) 臨界安全研究のうち測定技術に係る分野では、未臨界状態において意図しない臨界への近接

を測定する試みは、古くから研究・議論されてきたが、臨界安全管理（規制要件を含む）に

おいて実用されたことはない。これは、増倍率を直接測定することが困難であり、一方で、

未臨界判定値（0.95 や 0.98 等）に相当するプロセス量（形状、体積、質量、濃度等）を制限

値とすることで、十分実用になったからである。しかしながら、プロセス量の管理に不確か

さが伴う場合、特に、特定原子力施設の場合に、測定技術を併用することは有用になり得る。

事業者の提案に対して規制要件として測定を求める場合、その性能基準を明らかにする必要

がある。 
(8) 臨界安全研究に関連する原子炉（炉心核特性）評価の分野では、よく管理された炉心で発生

する特定の事象における増倍率の計算、出力変化の動特性計算が求められる。最近の計算機

性能に照らしてモデル化に大きな課題はないが、利用者のニーズに応じた精度およびコード

の機能（使いやすさ、ユーザビリティ）の向上は常に求められる。また、炉心解析のみなら

ずその後段に控える使用済燃料管理も視野に入れ、崩壊熱や内蔵放射能の評価、貯蔵時の臨

界評価へ接続をする改良も行われるなど、実機の炉心条件（実際の燃料集合体の燃焼履歴や

配置）を考慮しつつ、より実際的な包括的な使用済燃料管理という視点に立った計算・評価

が目指されている。安全規制との関係においては、事業者がそういった新しい評価手法やコ

ードを開発して申請に適用する場合は、それらの妥当性確認を行う事が求められる。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
安全研究センターにおいて臨界安全研究グループを炉物理とシミュレーション技術をスキルセ

ットとする研究グループに発展させると共に、他グループ、センター、部門とも協力しつつ原子

炉（炉心核特性）の評価システムに関わる研究も行う。例えば、核特性評価計算の高精度化と高

速化を利用した過渡変化をも視野に入れた原子炉解析システムコード（核熱カップリングコード）

の高度化と安全評価への適用や新型燃料の炉物理と安全性が考えられるが、安全研究センターと

して実施することが望まれる臨界安全研究へのフィードバックも考えれば以下の 3 つの戦略が重

要となる。 
 
(1) 評価済核データや実際の評価対象での核燃料物質の存在状況や原子個数密度といった状態の

モデル化の改良・改善による最新の知見やデータを遅滞なく使用できるようにすること。 
(2) 原子力施設の臨界安全に対して、リスク評価に基づく臨界安全管理の考え方の導入を進めて、

外的事象・内的事象がどのような影響を及ぼすか、影響をどこまで防ぐか（核的制限値を維

持すべき要件）、核的制限値を逸脱するが臨界事故に至らない範囲の評価・審査の考え方を整
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ーマとする若手技術者や研究者、そして学生は次第に減少している。 
 

【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 伝統的なアプローチであるが、臨界安全が炉物理の延長であるのなら、炉物理分野の強化が

臨界安全に取り組む人材の強化にもつながるはずである。よって、これまで以上に炉物理コ

ミュニティとの積極的な関係強化を図る。 
(2) 既に述べたように連続エネルギモンテカルロコードの実用化により臨界安全性評価の高精度

化が高いレベルで実現されている状況下においては、核データの重要性が益々大きくなる。

従って、核データの評価、処理、利用、妥当性評価に対する知見を有する人材を確保するこ

とが臨界安全性研究の進展にとって大切である。その観点から核物理など基礎的な物理分野

との交流を通じた人材の発掘を行う。 
(3) さらに、シミュレーション技術に着目するなら、伝統的な炉物理研究コミュニティだけでは

なく情報技術関連分野の卒業生も人材として有望であるので、そういった研究を実施してい

る大学との共同研究などを通じた交流を図る。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) 大学院の炉物理教育への協力を行う。これにより学会発表・学会活動を通じて大学院と交流

して臨界安全に興味を持つ新しい人材を見いだす。 
(2) 原子力機構内の核データあるいは炉物理研究部署と協力する。既存の臨界安全研究の枠にと

らわれずに炉物理やシミュレーション技術関係の研究にも関与するようにすることで技術レ

ベルの向上を図る。安全研究センターで獲得する外部資金により研究を実施するといった機

会を作って協力を促進する。原子力基礎工学研究センターの炉物理関連グループとの勉強会

や現場力の高い組織を目指した原子力機構内小集団活動「元気向上プロジェクト」の一環と

して、原科研の臨界実験装置運転担当課と勉強会を開催する、などにより研究力向上に資す

る知識・スキルの涵養に努める。 
(3) 国内における炉物理技術交流のために、事業者との情報交換等を実施する。 
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表 11 臨界安全研究のスケジュール案 

 
 

表 11 注： 
ICNC: International Conference on Nuclear Criticality Safety、臨界安全国際会議 
IRPhEP: International Reactor Physics Experiments Evaluation Project、国際炉物理実験ベンチマ

ーク計画 
WPNCS: Working Party on Nuclear Criticality Safety、臨界安全ワーキングパーティー 

  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

臨界特性評価手法の
整備

臨界特性評価に資する
測定試験

臨界リスク
評価手法開発

STACY

国際協力・人材育成

現中長期目標期間 次期中長期目標期間

輸送及び貯蔵も含めた臨界リスク評価

STACY更新炉によるデブリ模擬物質核特性測定の準備と試験実施

1Fを対象とした臨界事故シナリオ分析・リスク評価

臨界計算コードSolomonの開発・改良

積分的手法による核データの評価

規制ニーズの調査、事前検討

規制庁受託事業

ICNC2023の開催

STACY運転再開 1F特定原子力施設規制支援（測定技術開発、臨界管理等）

規制支援（新型燃料の核特性測定等）

IRSNとの共同研究

OECD/NEA (WPNCS, ICSBEP, IRPhEP)

IRSNとの共同研究延長

海外研究機関との共同研究等

SolomonのSTACY実験による検証

Solomonのシステム化

使用済燃料の臨界性評価に資する燃焼計算コードシステムの整備

核熱カップリングシミュレーション手法開発（臨界事故評価含む）

核データの妥当性評価

臨界安全ハンドブック改訂

使用済燃料の臨界特性評価に資する燃焼度モニタ開発（プロセス量によらない臨界管理手法検討）

全炉心リアルタイム核特性測定技術の開発
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ーマとする若手技術者や研究者、そして学生は次第に減少している。 
 

【5】人材育成に係る今後の戦略 
(1) 伝統的なアプローチであるが、臨界安全が炉物理の延長であるのなら、炉物理分野の強化が

臨界安全に取り組む人材の強化にもつながるはずである。よって、これまで以上に炉物理コ

ミュニティとの積極的な関係強化を図る。 
(2) 既に述べたように連続エネルギモンテカルロコードの実用化により臨界安全性評価の高精度

化が高いレベルで実現されている状況下においては、核データの重要性が益々大きくなる。

従って、核データの評価、処理、利用、妥当性評価に対する知見を有する人材を確保するこ

とが臨界安全性研究の進展にとって大切である。その観点から核物理など基礎的な物理分野

との交流を通じた人材の発掘を行う。 
(3) さらに、シミュレーション技術に着目するなら、伝統的な炉物理研究コミュニティだけでは

なく情報技術関連分野の卒業生も人材として有望であるので、そういった研究を実施してい

る大学との共同研究などを通じた交流を図る。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) 大学院の炉物理教育への協力を行う。これにより学会発表・学会活動を通じて大学院と交流

して臨界安全に興味を持つ新しい人材を見いだす。 
(2) 原子力機構内の核データあるいは炉物理研究部署と協力する。既存の臨界安全研究の枠にと

らわれずに炉物理やシミュレーション技術関係の研究にも関与するようにすることで技術レ

ベルの向上を図る。安全研究センターで獲得する外部資金により研究を実施するといった機

会を作って協力を促進する。原子力基礎工学研究センターの炉物理関連グループとの勉強会

や現場力の高い組織を目指した原子力機構内小集団活動「元気向上プロジェクト」の一環と

して、原科研の臨界実験装置運転担当課と勉強会を開催する、などにより研究力向上に資す

る知識・スキルの涵養に努める。 
(3) 国内における炉物理技術交流のために、事業者との情報交換等を実施する。 
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3.12 保障措置分析化学研究 
 
【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) IAEA 保障措置活動の一環である IAEA 保障措置環境試料分析に対して、IAEA が認定した「ネ

ットワーク分析所」の一員として試料の依頼分析を行うことで IAEA の活動に対して技術的

側面から支援している。 
(2) 我が国の保障措置制度における独立検認機能を維持するため、環境試料中に含まれる極微量

核物質の分析技術の維持および開発を行っている。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) IAEA 保障措置活動の一環である IAEA 保障措置環境試料分析に対して、「ネットワーク分析

所」の一員として試料の依頼分析を引き続き行うことで IAEA の活動に対して技術的側面か

ら支援する。 
(2) 我が国の保障措置制度における独立検認機能を維持するため、環境試料中に含まれる極微量

核物質の分析技術を維持するとともに、極微量核物質粒子の精密な同位体比分析技術の開発

を段階的に進める。 
(3) 定期的に IAEA 本部で開催される専門家会合において、IAEA が要望する技術開発のニーズや

他国のネットワーク分析所の技術動向を把握し、極微量分析技術の高度化及び開発を行う。 
(4) IAEA 保障措置環境試料分析において必要性が高く、将来的に環境試料への適用可能な新規

極微量分析技術を IAEA や他国のネットワーク分析所などの協力も得て開発する。 
 

スケジュール案を、表 12 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 高度環境分析研究棟（CLEAR）クリーンルーム内に設置されている超高感度な同位体比分析

装置群を活用し、極微量核物質粒子の精密同位体比分析技術の開発を段階的に進める。特に、

高感度な質量分析装置を用いて極微量核物質粒子の精密な同位体比分析を可能とする技術を

開発する。 
(2) 上記の取組と並列して、同位体比分析だけでは情報が得られない核燃料サイクルにおける精

錬、濃縮、転換などのウラン取扱い工程を推定するための技術として、顕微ラマン分光分析

法によるウラン粒子の化学形の判別技術の開発を段階的に進める。 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
(1) 研究グループの構成メンバーは、各自が IAEA 保障措置環境試料の分析に係る技術開発項目

を受け持ち、IAEA からの依頼分析を行うとともに、関連する分析技術の開発を進めている。

分析手法が異なる依頼分析に対して各自が責任を持って実施することで、積極的に分析技術

の開発に取り組んでいる。 

(2) 研究グループの構成メンバーの年齢層に偏りがあるため、研究グループを総括できる人材が

十分に育成されていない。 

 

 
【5】人材育成に係る今後の戦略 

(1) IAEA 保障措置環境試料分析について今後も長期に渡って安定した活動を継続させるため、
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若手研究員や中途職員を確保するとともに、研究開発に対する計画の立案や実施方針の策定

など、中心となって研究活動を牽引する人材を育成する。研究グループに在籍する職員に対

しては、原子力機構内や外部研究機関の研究開発者と積極的に情報交換することを促し、核

燃料物質の極微量分析技術に対する専門的知識の習得や自身の分析技能を高めるとともに、

交流を深めることで自身の研究開発能力を高める。 
(2) IAEA 本部で開催される専門家会合への参加や、他国のネットワーク分析所研究者との積極

的な情報交換を進めることにより、研究を主導的に進める重要な人材を育成する。 
(3) IAEA 分析所や他国ネットワーク分析所への短期的な派遣や、研究員の短期滞在受入などを

積極的に行って国際的な感覚を保障措置分析化学研究グループ内で育てる。 
(4) 保障措置環境試料の分析につながる基礎基盤的な極微量分析技術開発や、独創的な極微量核

物質の分析技術開発についても、科研費などの外部予算を獲得して若手研究者主導で進める

ことができるインフラを整える。 
 
【6】人材育成に係る重点的に取り組む活動 
(1) IAEA 分析所や他国ネットワーク分析所との技術交流をより深めて極微量分析技術の開発を

効率的に加速するとともに、研究開発成果を国際学会やインパクトファクタが高い国際論文

誌などを通して積極的に発信する。 
(2) 技術開発に係る活動や IAEA 依頼分析を今後も長期に渡って安定して継続していくため、研

究開発の中心を担う人材を育成する。 
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3.12 保障措置分析化学研究 
 
【1】研究の範囲、方向性に係る現状認識 
(1) IAEA 保障措置活動の一環である IAEA 保障措置環境試料分析に対して、IAEA が認定した「ネ

ットワーク分析所」の一員として試料の依頼分析を行うことで IAEA の活動に対して技術的

側面から支援している。 
(2) 我が国の保障措置制度における独立検認機能を維持するため、環境試料中に含まれる極微量

核物質の分析技術の維持および開発を行っている。 
 
【2】研究の範囲、方向性に係る今後の戦略 
(1) IAEA 保障措置活動の一環である IAEA 保障措置環境試料分析に対して、「ネットワーク分析

所」の一員として試料の依頼分析を引き続き行うことで IAEA の活動に対して技術的側面か

ら支援する。 
(2) 我が国の保障措置制度における独立検認機能を維持するため、環境試料中に含まれる極微量

核物質の分析技術を維持するとともに、極微量核物質粒子の精密な同位体比分析技術の開発

を段階的に進める。 
(3) 定期的に IAEA 本部で開催される専門家会合において、IAEA が要望する技術開発のニーズや

他国のネットワーク分析所の技術動向を把握し、極微量分析技術の高度化及び開発を行う。 
(4) IAEA 保障措置環境試料分析において必要性が高く、将来的に環境試料への適用可能な新規

極微量分析技術を IAEA や他国のネットワーク分析所などの協力も得て開発する。 
 

スケジュール案を、表 12 に示す。 
 
【3】特に重点的に取り組む分野 
(1) 高度環境分析研究棟（CLEAR）クリーンルーム内に設置されている超高感度な同位体比分析

装置群を活用し、極微量核物質粒子の精密同位体比分析技術の開発を段階的に進める。特に、

高感度な質量分析装置を用いて極微量核物質粒子の精密な同位体比分析を可能とする技術を

開発する。 
(2) 上記の取組と並列して、同位体比分析だけでは情報が得られない核燃料サイクルにおける精

錬、濃縮、転換などのウラン取扱い工程を推定するための技術として、顕微ラマン分光分析

法によるウラン粒子の化学形の判別技術の開発を段階的に進める。 
 
【4】人材育成に係る現状認識 
(1) 研究グループの構成メンバーは、各自が IAEA 保障措置環境試料の分析に係る技術開発項目

を受け持ち、IAEA からの依頼分析を行うとともに、関連する分析技術の開発を進めている。

分析手法が異なる依頼分析に対して各自が責任を持って実施することで、積極的に分析技術

の開発に取り組んでいる。 

(2) 研究グループの構成メンバーの年齢層に偏りがあるため、研究グループを総括できる人材が

十分に育成されていない。 

 

 
【5】人材育成に係る今後の戦略 

(1) IAEA 保障措置環境試料分析について今後も長期に渡って安定した活動を継続させるため、
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表 12 保障措置分析化学研究のスケジュール案 
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4. まとめ 
 
原子力機構は令和 3 年度で現行の第 3 期中長期目標期間を終え、令和 4 年度から第 4 期中長期

計画に従って業務を進めることになる。これを受けて、部門が行う原子力安全の継続的改善及び

原子力防災の実効性向上に貢献するための戦略を検討し、これに基づく中長期的な研究の進め方

を議論した。 
その過程において、部門の基本的な考え方を新たな Mission、Vision 及び Strategy 案として提示

した。すなわち、原子力機構の有する研究施設の特徴・強みを活かす共同研究や国際共同プロジ

ェクト等を活用して、産業界を含む国内外の専門家が集うプラットフォーム機能を提供し、現実

の課題に即した技術や人材を効果的に育成しつつ成果を発信して、原子力安全を支える技術基盤

の維持・充実に貢献することを目指すこととした。 
本報告書は、部門が安全研究の中長期的な方向性に関する考え方を明示的に文書として示し、

広く公表する初めての機会となるものである。今後も内外からのフィードバックを得つつ、必要

に応じて見直していく所存であり、関係者からの忌憚のないご意見を賜ることができれば幸いで

ある。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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